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価値創造を支える力 編集方針
山陰合同銀行は、このたび「統合報告書2020（ディスクロー
ジャー誌）」を作成いたしました。本統合報告書は、国際統合
報告評議会（IIRC）が提示する「国際統合報告フレームワー
ク」を参考にして、財務情報と非財務情報（ESG 情報）から
構成し、当行の経営方針や持続的な成長への取り組み、中
長期的な価値創造などを統合的に記載しています。
なお、銀行法施行規則等で規定された開
示項目は、資料編に記載しています。資
料編は当行ホームページでご覧ください。

（https://www.gogin.co.jp）

見通しについて
本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こう
した記述は将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確
実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化等
により異なる可能性があることにご留意下さい。

大橋川から望む朝日（松江市）
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■ 当行の概要（単体）（2020年3月31日現在）

設 　 立 1941年7月1日
本 　 店 島根県松江市魚町10番地
資 本 金 207億円
従 業 員 数 1,992名
拠 点 数 国内本支店	 81

出張所	 69
国内事務所	 1（東京）
海外事務所	 3（大連、上海、バンコク）

主 要 勘 定
総 資 産 5兆6,722億円
預 金 等

（預金＋NCD）
4兆2,372億円

貸 出 金 3兆3,530億円
有 価 証 券 1兆6,560億円

自 己 資 本 比 率 12.52%
格 付 A3（ムーディーズ・ジャパン㈱）

A＋（㈱格付投資情報センター）
AA−（㈱日本格付研究所）

経営方針

私たちは、お客さまのお役に立ちます。
私たちは、お客さまへの感謝の気持ちを忘れません。

私たちは、お客さまを笑顔でお迎えします。

ごうぎんのCS宣言

経営理念 地域の夢、お客様の夢をかなえる
創造的なベストバンク

長期的に目指す姿 持続可能な地域社会の実現

山陰合同銀行グループは、国連の定めた持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の趣旨に賛同し、
地域の課題解決に取り組むことで、持続可能な地域社会の実現を目指します。

サステナビリティ宣言

重点的に取り組む事項は「持続可能な地域社会形成への取り組み」（P30～59）で詳しく説明しています。

中期経営計画
各施策 各施策各施策

当行の経営理念「地域の夢、お客様の夢をかなえる創造的なベストバンク」は、1995年に策定され
ました。策定当時より営業エリアは広がり、お客様から求められるニーズも変化するなか、経営理念
が指すものは時代とともに変遷しているかもしれません。しかしその根幹にある「地域・お客様のお
役に立つ」という思いは、いつの時代も変わらず脈々と続いています。
あらゆる機会において経営理念に関して考えるきっかけを作り、全行職員が思慮を深めることで、よ
り一層この思いを浸透させてまいります。
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課題先進地域の地域金融機関として、積極的に地域の課題解決を図り、
地域、お客様とともに成長する、先行モデルづくりにチャレンジする

地域・当行ともに、縮小均衡に陥ることなく、持続的な成長を遂げる

行職員一人ひとりの成長
能力を存分に発揮できる環境

地域の価値創造に
専念する運動

ＩＴを活用した
業務の創造的破壊
プロジェクト

・ 地域の逆境をチャンスに変える
・ 総合的な金融サービス業へと自らを転換

新しくユニークな
ビジネスモデルを
創出し続ける

コンセプト

■ 行動基準・主要施策

行動基準 地域・お客様の長期的な価値向上を第一に考え、チャレンジします。

重
点
施
策

お客様本位の
付加価値共創

・地域産業の競争力強化とお取引先の企業価値向上
・兵庫・大阪への進出加速による地域の架け橋としての機能強化
・個人向けコンサルティング機能の高度化

デジタル化による
構造改革の推進

・デジタルチャネルを利用した収益モデル改革
・戦略的投資の実現のためのコスト構造改革
・ＢＰＲによる生産性の飛躍的向上

組織が活性化する
人事運営

・高度金融・情報生産活動を担う専門人材育成
・人事改革による従業員の働き甲斐と生産性の向上
・お客様と向き合うための人材再配置

そ
の
他

重
要
施
策

有価証券運用の強化 ・市場リスク管理の高度化
・分散投資アロケーション

効率的・効果的な経営 ・グループガバナンスと連携の強化
・資本効率の向上と適切な株主還元

中期経営計画 （計画期間：2018年度～2020年度）
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1980～ 1990～
1868年
・ 明治維新

1929年
・ 世界恐慌発生

1941年
・ 太平洋戦争勃発

1973年
・ 東京外国為替市場、  �変動相場制へ移行

1985年
・ G5、為替市場への�協調介入
  （プラザ合意）

1991年
・ �バブル崩壊で大型景気に�かげり、 

地価下落

1995年
・ 阪神・淡路大震災発生

1997年
・ アジア通貨危機発生

1878年
・ �当行の最も古い源流である 

津和野第五十三国立銀行設立

以降、40もの銀行を源流とする

1941年
・ �それまでの合併による 

島根県側での結集であった松江銀行と、 
鳥取県側での結集であった米子銀行が 
合併し、山隂合同銀行設立

1981年
・ 「ごうぎん一粒の麦の会」�発足

1987年
・ 東京証券取引所市場�第一部に株式上場

1991年
・ ふそう銀行と合併
・ 創立50周年

1992年
・ ごうぎん（鳥取・島根）文化振興財団設立

1993年
・ バドミントン部創部

1995年
・ �経営理念「地域の夢、お客様の夢をかなえる

創造的なベストバンク」策定

1997年
・ 「小さな親切」運動�山陰本部設立
・ 商号を山陰合同銀行に�変更、新CI導入
・ 本店を現在地に新築移転

近年、SDGs※1やESG※2の考えを経営に取り込むことが重要とされていますが、当行は創業以来、地域
に深く根ざし、地域の持続可能性に真剣に向き合い続けています。本業においても、地域貢献活動にお
いても、長い時間をかけてSDGsやESGの考えと同じ理念の下で事業に取り組んでいます。
こうしたビジネスモデルは、当行の特徴である安定した財務基盤と厚い自己資本により成り立っていると
いえます。今後も過去から受け継いだ自己資本を活用し、経営の健全性の確保と成長に向けた投資、株
主還元のバランスを図りつつ、未来への蓄えとして引き継いでいくことで、持続可能な地域社会の実現
に貢献していきます。 ※1 �Sustainable Development Goalsの略。2015年9月の総会決議で国連加盟国が採択した、2030

年までに達成を目指す17の持続可能な開発目標と、これを達成するための169のターゲットのこと。
※2 �環境Environment、社会Social、ガバナンスGovernanceの頭文字をとったもの。企業の中長期的

な成長のためには、環境・社会に配慮し、ガバナンスを高度化していく経営を実践することが必要であ
るという考え方。

1990年11月、ふそう銀行と合併
覚書締結

山隂合同銀行命名書

赤：経営に関する出来事　青：本業における活動　緑：地域貢献活動

山陰合同銀行の軌跡

店舗ネットワークの拡大
1991年4月1日、当行と鳥取市に本店を置く第二地方銀行である「ふ
そう銀行」が合併し、新たな「山隂合同銀行」としてスタートしました。
ふそう銀行との合併により、当行の合理化・効率化は飛躍的に進み、
現在の当行の大きな特徴の一つである、山陰、山陽、兵庫・大阪にま
たがる広域な店舗ネットワークを得ることができました。

社会・経済情勢
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2000～ 2010～ 2020～
2008年
・ リーマン・ブラザーズ破綻、
  リーマンショック発生

2011年
・ 東日本大震災発生

2016年
・ 日本銀行が初のマイナス金利を導入

2020年
・ �世界的に新型コロナウイルスの 

感染拡大

2030年
・ SDGsの目標達成期限

地域・
お客様とともに

成長・発展

2003年
・ みちのく銀行、肥後銀行との
  三行基幹システム共同化による
  システム稼働
・ 「リレーションシップ�バンキングの
  機能強化計画」策定

2006年
・ 森林保全活動開始
・ ごうぎんDuoカード
   取扱�開始

2007年
・ ビジネスマッチング有償化開始
・ 知的障がい者雇用事業所
  「ごうぎんチャレンジド�まつえ」開設

2012年
・ 兵庫・大阪に新たに店舗�出店開始、
  ネットワーク拡大
・ 私塾「尚風館」開校

2015年
・ 1人1社運動開始

2016年
・ 創立75周年

2017年
・ 障がい者雇用事業所�
  「ごうぎんチャレンジド�とっとり」開設

2018年
・ �ごうぎん構造改革プロジェクト開始、 

抜本的なコスト削減を進める
・ 付加価値向上運動開始

2019年
・ �野村證券㈱と金融商品仲介業務における 

包括的業務提携に関する契約を締結

2020年
・ 新基幹系システムとして
  「地銀共同センター」の利用開始

（予定事項）

2030年
・ SDGsの目標達成

2041年
・ 創立100周年

リレーションシップバンキングへのこだわり
当行は「地域を何とかしなければならない」という強い思いを常に持
ち、地域経済活性化や地域の発展に継続して取り組んできました。
特に、地域の中小企業のお取引先に元気になっていただくことで、
雇用や資金の循環を生み出し、地域全体が活力溢れるものになる
という考えの下、事業支援活動に長年注力してきました。
2003年の「リレーションシップバンキングの機能強化計画」で明文
化して以降、当行ではリレーションシップバンキングを普遍的なビ
ジネスモデルと位置付けて取り組みを続け、ビジネスマッチングの
有償化や現在の「付加価値向上運動」へと至っています。

ユニークな地域貢献活動の展開
当行は、社会福祉・教育・文化等への社会貢献活動を通じて、
地域社会に対する責任を果たすよう努めてきました。
2000年代に入ると、加速度を増す外部環境の変化を的確にと
らえ、よりお客様の目線に立ち、真に地域・お客様のお役に立
つことが必要という考えの下、各種の施策に取り組みました。
地域貢献活動においても、同じ考えにより、「森林保全活動」

「ごうぎんチャレンジド」「尚風館」といった、他社に先駆けた、
ユニークな活動を展開してきました。
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地域の課題
・ 人口減少・超高齢化の進展
・ 事業所数の減少
・ 働き方の多様化
・ 環境保全への対応

お客様の課題
・ 企業の成長・継続
・ 資産運用・資産形成
・ デジタル化への対応
・ 人手不足・人材不足

金融機関の課題
・ 超低金利環境の継続
・ 他業種からの新規参入
・ 質の高い金融サービスを
  提供できる人材の育成

持続可能な地域社会の実現

活用する資本社会的課題
ステークホルダーに
提供する価値地域の夢、お客様の夢をかなえる

創造的なベストバンク
法人のお取引先
地域産業と
企業の成長

個人のお客様
ゆとりある

利便性の高い生活

地域
豊かで活力ある
地域社会

株主・投資家
積極的かつ

安定的な利益還元

従業員
仕事に対する誇りと
満足度の向上

人材育成
1

当行の成長・発展
5

地域・お客様の
付加価値向上

4

信頼関係構築、
課題・ニーズの把握

2
解決策の
提案・実践

3

徹底的な
リレーションシップ
バンキングの展開

財務資本
地銀トップクラスの
自己資本比率

知的資本
質の高いリレーションシップ
バンキングのノウハウ

社会資本
高い取引シェアと
広域店舗ネットワーク

人的資本
地域への思いあふれる
勤勉な人財

自然資本
豊かな自然環境

長期的に目指す姿 

経営
理念

お客様本位の
付加価値共創

デジタル化
による

構造改革の推進

組織が
活性化する
人事運営

2018年度～2020年度 中期経営計画

価値創造プロセス
当行は「リレーションシップバンキング」を普遍的なビジネスモデルととらえ、これまで
培ってきた資本を活用し、積極的に社会的課題を解決することで、地域と当行がともに
成長する持続可能な地域社会の実現を目指しています。
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による
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財務ハイライト
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安全性・健全性の状況

●自己資本比率
銀行の健全性を測る代表的な指標の一つです。国内基準行は4％以上
を維持することが求められています。

12.52%自己資本比率 単体ベース
（国内基準） A3� （長期預金格付）

ムーディーズ・ジャパン㈱（Moody’s）

Ａ＋� （発行体格付）

㈱格付投資情報センター（R&I）

ＡＡ−� （長期発行体格付）

㈱日本格付研究所（JCR）

格付（単体）

※（役務取引等利益＋その他業務利益（債券関係損益を除く））／連結コア業務粗利益

※経費／コア業務粗利益
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主要勘定の状況（単体）

公金預金や金融機関預金および譲渡
性預金が減少した一方で、個人預金
や法人預金が増加したことにより、期
末残高は前期末比799億円増加の4
兆2,372億円となりました。

4兆2,372億円
預金等※（期末残高） ※預金＋譲渡性預金

（前期末比799億円増加）

山陰両県を中心に住宅ローンなどの
個人向け貸出が増加したほか、法人
向け貸出も山陽地区、兵庫・大阪お
よび東京地区で増加したことなどか
ら、期末残高は前期末比2,320億円
増加の3兆3,530億円となりました。

3兆3,530億円
貸出金（期末残高）

（前期末比2,320億円増加）

日本国債への再投資が難しいなか
で、リスクを見極めながら投資を
行った結果、期末残高は前期末比
555億円増加の1兆6,560億円とな
りました。

1兆6,560億円
有価証券（期末残高）

（前期末比555億円増加）

0

200

400

600

800

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2020/32019/32018/3

1.77

569138

280

150

1.72

598152

280

165

1.73

536110

309

116

（億円） （%）

不良債権比率（右軸）要管理債権
危険債権
破産更生債権およびこれらに準ずる債権

※金融再生法に基づく開示債権

安全性・健全性の状況

1.72%不良債権の状況（単体） 不良債権
比率

2020/32019/32018/3
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（億円）

41,572 42,37240,814

兵庫・大阪
1,686億円
3.9%

東京
3,126億円
7.3%

山陽
1,887億円
4.4%

山陰両県
35,672億円
84.1%

預金等の
地域別構成比
（2020/3）

2020/32019/32018/3
0

10,000

20,000

30,000

40,000
（億円）

31,210
33,530

30,165

貸出金の
地域別構成比
（2020/3）

兵庫・大阪
6,544億円
19.5%

東京
4,599億円
13.7%

山陽
5,295億円
15.7%

山陰両県
17,090億円
50.9%

2020/32019/32018/3
0

5,000

10,000

15,000

20,000
（億円）

16,004 16,560
18,484

株式
535億円
3.2%

その他
5,012億円
30.2%

地方債
2,172億円
13.1%

有価証券の
種類別構成比
（2020/3）

国債
5,658億円
34.1%

外国証券
3,181億円
19.2%

●格付
企業の信用度や安全性を示す代表的な指標で、
預金や債券などの元利金が約定どおりに支払わ
れるかどうかを公正な第三者機関が客観的に評
価し、その程度を簡単な記号で表したものです。
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本業における特徴的な数値

社会貢献における特徴的な数値

2.52%22.2%

▲ 8.6%

3,840t-CO2契約件数18件

契約締結件数24件　成約件数9件

発行件数225件711社

9,410名

CO2排出量の削減率

障がい者雇用率

ごうぎんチャレンジドの障がいのある職員数
まつえ ： 18名 ／ とっとり ： 10名

2021/3末目標 ： 25％以上

（2020年4月1日現在）（2020年4月1日現在）

（2020年3月末現在）

（2019年度）

（2019年度）

（2006年度の開始から2019年度までの累計）（2019年度、対前年度比）

女性管理職比率

森林保全活動延べ参加人数

事業承継コンサルティング

M&Aアドバイザリー

J-クレジット販売支援実績（累計）

私募債の発行件数・発行金額販路開拓支援を行った先数

2019/3 2020/32018/3

225181
260

22,450
17,840

26,890
■ 件数
　 発行額

（件） （百万円）
300

200

100

0

30,000

20,000

10,000

0

711

430
560

（社）

0

200

400

600

800

2019/3 2020/32018/3

非財務ハイライト
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主要財務指標の推移
（単位:百万円）

連結 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

連結経常収益 97,120 92,155 91,010 87,244 90,733 91,476 93,746 95,806 97,833 90,352
連結経常利益 17,588 23,633 19,587 19,981 23,126 22,486 20,562 19,867 19,294 16,256
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,827 10,335 9,857 11,175 12,161 12,911 13,399 13,692 13,205 10,467

非金利収益比率
（コア業務粗利益ベース）（%） ─ ─ 15.20 15.92 16.52 15.95 14.50 16.93 15.54 14.47

ＲＯＥ（株主資本ベース）（%） ─ ─ 3.88 4.27 4.51 4.64 4.61 4.51 4.21 3.25

単体

損益の状況
経常収益 82,079 77,751 76,741 72,976 76,453 77,124 77,898 79,039 81,512 73,350
資金利益 55,483 54,745 53,985 54,036 53,964 54,506 54,382 53,146 53,144 54,062
　貸出金利息 39,419 37,425 36,280 35,142 34,472 33,774 32,849 32,494 32,861 33,482
　有価証券利息配当金 20,985 21,396 21,545 22,564 23,109 24,972 26,923 26,547 23,734 22,270
役務取引等利益 4,814 4,815 4,993 5,928 6,585 6,550 5,553 5,935 6,201 5,977
債券関係損益 3,857 350 3,837 657 576 926 -5,041 -4,440 -3,502 -748
経費 38,424 38,389 38,559 38,353 37,222 37,068 36,931 36,835 36,978 37,900
コア業務純益 21,638 21,934 21,024 22,119 23,716 24,296 23,325 22,816 22,543 22,402
株式等関係損益 -1,609 -1,677 -825 131 1,705 644 2,021 2,753 4,086 1,265
不良債権処理額 9,577 627 5,675 3,867 -20 2,827 155 686 3,390 5,042
経常利益 14,502 21,086 17,622 18,507 21,373 21,927 19,450 19,262 19,259 15,906
当期純利益 8,449 9,203 9,528 10,977 11,753 13,260 13,385 13,357 13,495 10,478
与信費用 8,669 -935 6,126 3,915 4,193 3,447 -260 628 3,969 5,234

主要勘定（期末残高）
総資産 3,964,038 4,093,953 4,210,000 4,448,860 4,760,617 5,138,148 5,391,748 5,534,909 5,584,011 5,672,201
貸出金 2,182,840 2,230,707 2,288,629 2,318,491 2,442,621 2,605,731 2,822,492 3,016,546 3,121,051 3,353,056
有価証券 1,365,217 1,478,489 1,597,674 1,628,989 1,757,342 1,861,544 1,922,061 1,848,466 1,600,463 1,656,038
預金等（預金+譲渡性預金） 3,495,796 3,591,965 3,619,460 3,717,840 3,794,564 3,883,269 3,956,361 4,081,460 4,157,292 4,237,248
主要計数・指標
貸出金利回（国内）（%） 1.86 1.73 1.64 1.56 1.48 1.38 1.22 1.12 1.07 1.04
有価証券利回（国内）（%） 1.50 1.44 1.42 1.32 1.27 1.25 1.26 1.24 1.26 1.42
不良債権額 78,124 76,390 80,886 79,879 67,412 66,551 58,437 53,678 56,999 59,817

（不良債権比率）（%） (3.49) (3.35) (3.46) (3.37) (2.70) (2.49) (2.02) (1.73) (1.77) (1.72)
ＯＨＲ 

（コア業務粗利益ベース）（%） 63.97 63.63 64.71 63.42 61.08 60.40 61.29 61.75 62.12 62.85

自己資本比率(国内基準)（%）※ 16.37 16.43 17.06 16.24 14.68 14.82 14.30 13.48 13.32 12.52

１株当たり情報
１株当たり純資産額（円） 1,595.03 1,726.77 1,848.29 1,885.00 2,093.19 2,238.49 2,205.58 2,255.35 2,324.78 2,265.44
１株当たり年間配当金（円） 9.00 10.00 10.00 11.00 13.00 15.00 15.00 26.00 26.00 20.00
１株当たり当期純利益（円） 50.50 55.74 58.33 67.98 73.45 83.27 85.18 85.61 86.44 67.15
潜在株式調整後1株当たり
当期純利益（円） 50.40 55.57 58.07 67.64 73.00 82.84 84.82 85.33 86.21 66.98

その他指標
配当性向（%） 17.74 17.87 17.14 16.18 17.69 18.01 17.60 30.37 30.07 29.78
株価（年度末）（円） 620 655 806 698 991 696 892 942 794 547
店舗数（店）（旧代理店含む） 170 170 171 171 170 167 161 152 150 150
従業員数（人） 2,057 2,017 1,996 1,983 1,987 1,978 1,995 2,003 2,018 1,992

マーケットデータ（年度末）

日経平均株価 （円） 9,755 10,083 12,397 14,827 19,206 16,758 18,909 21,454 21,205 18,917
10年国債利回（%） 1.255 0.985 0.560 0.640 0.400 -0.050 0.065 0.045 -0.095 0.005
為替レート

（＄＝円 ： 期末仲値）（円） 83.15 82.19 94.05 102.92 120.17 112.68 112.19 106.24 110.99 108.83

※2014年3月期からバーゼルⅢにより算出
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トップメッセージ

2020年7月
取締役頭取

今こそ地域における責務を果たすため、
変化を通じて進化しよう。

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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現状認識・課題認識

● 経営環境の変化
日本国内、とりわけ当行が主要地盤としている山陰で
は、少子高齢化と人口減少が進み、社会構造が不可逆
的に変化しています。また、ビジネスのデジタル化が進
展するにつれ、IT企業をはじめとして他業態から金融分
野に進出する動きが年々活発化しており、金融機関とし
ても対応が急務な状況にあります。
一方、世界に目を向けると、保護主義的な通商政策の
拡大が引き続きみられるほか、米中対立が政治的な側
面でも激化の一途を辿るなど、経済動向は世界的に不
透明感が増している状況にあります。

● 新型コロナウイルス感染症の拡大
国内外のこうした変化に加え、今年は新型コロナウイ
ルス感染症の世界的流行という、歴史的事象が起きて
います。ウイルスが蔓延するにつれ、世界の経済・社会
情勢は大きく揺さぶられました。各国政府は大規模な
財政出動や金融緩和による経済対策を実施しています
が、実体経済は大きな打撃を受けています。当行のお
取引先においても、宿泊・観光業、各種製造業、小売業、
飲食業などの幅広い業種で業績が大きく落ち込み、な
かには売上が半分以下になるなど、非常に厳しい経営
を強いられている先が多くあります。
感染収束にはワクチンや治療薬が不可欠とされていま
すが、その普及には2～3年はかかると言われており、
それまでの間は、現在と同水準の感染予防体制が社会
的に求められ、世界的な移動制限などの制約は一定程
度残ることが想定されます。
これからは、新型コロナウイルスと共生する「withコロ
ナ」を前提とし、社会活動や日常生活、ビジネス等にお
いて「新常態」と呼ばれる新たな社会通念や生活様式、
働き方への対応が求められることになるでしょう。

● 経営者に求められること
このように、外部環境はこれまで以上に大きく変動して
いますが、地域やお客様とともに、永く歩んでいけるビ
ジネスモデルの構築を追求していくという、当行の方針
に変わりはありません。そして、このビジネスモデル構
築への舵取りこそ、今の経営者にとって最も重要な課

題のひとつです。今まで以上にお客様と真摯に向き合
うとともに、自己改革にも躊躇なく取り組んでいく必要
があると認識しています。

今後の経営戦略におけるキーワード  

● 変化を通じて進化する
2020年6月の頭取就任以降、行職員に「変化を通じて
進化しよう」と、繰り返し説いています。
銀行を取りまく経営環境はマイナス金利の導入以降特
に厳しくなり、これまでも危機感を持って職務にあたっ
ていました。しかし、新型コロナウイルスにより危機レ
ベルが別の次元に引き上がったと感じており、今まで以
上の緊張感を持って業務にあたらなければなりません。
withコロナを契機に、社会や生活の様式も、そして影
響を受けている多くの企業も劇的に変化していくだろう
と言われています。そして、金融界においても、この危
機をベースにさらなるイノベーションが加速度的に起
こって来るでしょう。当行も、社会の変化、お取引先の
変化、競争相手の変化に遅れをとるわけにはいきませ
ん。目まぐるしく変わる経営環境において、私たちは現
状の組織、仕組み、慣習に安住することなく、変化に柔
軟である必要があります。
そして、小さな変化からでも速やかに行動し続けること
で、大きなうねりを起こし、新たな時代に適応できるよ
う進化していきたいと思っています。
非常に難しい時代に経営を任されたと感じていますが、
将来を見据えた戦略をしっかりと実践することができれ
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トップメッセージ

ば、この変革期は当行の企業価値を大いに高めるチャ
ンスであるとも捉えています。
特に、このコロナ禍において「お取引先の事業の維持・
発展に向けた徹底的なサポート」や、「世の中のデジタル
シフトへの対応」などが、これまで以上に強く求められる
と認識しています。こうした社会的要請やお客様のニー
ズに応え、私たち自身が成長していくための自己改革
を遂行するうえでのキーワードとして、「コンサルティン
グ」「デジタル」「専門人材」についてご説明します。

● コンサルティング能力の向上
当行はこれまでも事業支援活動の一環として各種コン
サルティングに取り組み、現中計では収益の柱にするべ
く、本部の人員体制も強化してきました。
コンサルティングは、お取引先の経営課題を共有し、そ
れを解決していく過程で必要不可欠な要素です。また、
高品質なコンサルティングができれば、お取引先の事
業の改善・成長を促し、ひいては貸出金の増加や与信
費用の抑制といった、銀行の根幹である金融仲介機能
の強化にも大きく寄与することから、経営戦略上、極め
て重要な分野であると認識しています。特に、地域経済
が疲弊してきている今こそ、当行がこれまで蓄積してき
たノウハウを発揮し、地域・お客様が活力を引き出せる
お手伝いをしたいと思っていますし、私たちのコンサル
ティング能力をさらに高め、より幅広く、より深度ある

サービスが提供できる体制を構築していかなければな
らないと考えています。
また、昨今、高齢社会における個人資産の形成・管理が
大きく注目を浴びており、地域の皆様に必要な情報を
的確にお届けし、ライフプランの設計や資産運用方法
の提供といったコンサルティングサービスにより、資産
寿命を延ばすお手伝いをすることも、地方銀行に求め
られる大きな役割のひとつとなっています。
こうしたなか、当行は昨年、野村證券㈱と包括的業務提
携を結びました。これは全国でも初の試みですが、地方
における証券ビジネスのモデルにするという気概で取
り組んでいます。当行の強みは地域におけるお客様と
の接点の多さや強さ、野村證券㈱の強みは付加価値の
高い金融情報や金融商品です。お客様の様々なニーズ
に対し、お互いの強みを活かし、質の高いサービスを低
コストで提供できると手ごたえを感じています。

● デジタル化の加速
近年のデジタル技術の発達は目覚ましく、IT事業者な
ど他業態の企業が次々と金融サービスに参入する状況
にあり、当行もデジタル化への対応を以前から重要視
してきました。しかし、新型コロナウイルスの拡大によ
り、世の中のデジタル化に対する意識が、「したほうが
いい」から「しなければならない」に切り替わり、日常生
活やビジネスシーンにおけるデジタル技術の活用が加

■ 新型コロナウイルスによる社会環境の変化

新型コロナウイルスによる
社会環境の変化

経済の一層の低迷
世の中のデジタルシフト
働き方や価値観の多様化

デジタルシフトへの対応

当行に期待される役割

お取引先の事業継続・
発展に向けたサポート
●コンサルティング
●資金繰り支援
●事業支援

当行の既存の取り組み

お客様本位の付加価値共創
地域産業の競争力強化と
お取引先の企業価値向上

個人向け
コンサルティング機能の高度化

構造改革の推進
デジタルチャネルを活用した

収益モデル改革
戦略的投資実現のための

コスト構造改革
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既存施策の継続

最重要課題

速度的に進展していると感じています。
デジタル化の目的には、「お客様へのサービスの向上」
と「当行自身の合理化・コスト削減」の大きく2つの側面
があります。これに、withコロナの時代は、リモート、つ
まり「非対面」「非接触」も大きな要素として加わりまし
た。これらの着眼点をもって、2020年1月に更改した基
幹システムをベースにシステム体系の全体最適を実現
し、デジタル技術を柔軟かつ効果的に活用すべく、シス
テムの統括部署を設け、組織的にデジタル化を推進し
ていく体制を整えました。具体的な取り組みとしては、
2020年7月にスマートフォン向けアプリをリニューアル
し、「手のひらに銀行店舗を」をキャッチフレーズに、各
種ローンの申込や変更届がいつでも、どこでも、気軽に
していただけるようになりました。
また、山陰には、優秀なIT企業がたくさんあります。
個々のお取引先が求めるものを私たちなりにかみ砕
き、そのニーズを地元IT企業とマッチングさせるといっ
た、地域の課題を地域で解決するモデルにも取り組ん
でいきたいと思います。

● 専門人材育成
従来、銀行における人材育成体系は、ゼネラリストが中
心でした。預金・為替業務から事業性資金の貸出、個人
の資産運用まで幅広い業務の習得を行職員に対して求
めていました。しかし、上述したコンサルティングやデジ

タル化を強力に推し進め、そこでしっかりと成果を挙げ
ていくには、それぞれの分野に精通したスペシャリスト
が数多く必要になります。
また、デジタル化が進むにつれて、単純な事務処理な
どの業務は次第にAIに置き換えられると言われていま
す。こうしたとき、人間に求められる能力は、コンピュー
タに真似できない柔軟な発想から生まれる企画力にな
るでしょう。
つまり、これからの人材育成体系は、コンサルティング・
デジタル・企画の3つを軸に、いずれかの能力を十二分
に伸ばすものである必要があると考えています。金融
機関は、取り扱う商品に決定的な差が生じにくく、人材
が差別化・競争力の一番の源泉です。厳しい経営環境
でも力強く成長し、競争力を持った組織であり続けるた
めにも、スペシャリストが適正に評価され、存分に活躍
できる人事制度や教育・研修体系を模索していきたい
と考えています。

当面の重点事項

上述したキーワードを軸に経営戦略を組み立てていく
なかで、現在の社会情勢や経営環境を踏まえ、特に重
点的に対応すべき事項として、「コロナ禍における事業
者支援」「抜本的構造改革」「収益力の向上」について、
ご説明します。

■ 2021年3月期の取組方針

徹底した事業支援活動による
地域経済の下支え

事業支援活動の強化
非対面チャネルの充実

行内事務の効率化･働き方改革

デジタル化の推進

抜本的構造改革

●店舗ネットワーク再編
●預り資産業務の体制刷新
●経営戦略に連動した人事戦略

収益力の向上

●法人営業部門の強化
●個人ローンの取組強化
●キャッシュレス促進
●経費コントロール
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トップメッセージ

● コロナ禍における事業者支援
まず何を置いても、コロナ禍で打撃を受けているお取
引先の資金繰り支援と事業支援が、当面の最優先事項
であり、経営資源を重点的に投入していきます。
コロナの実体経済への影響は極めて大きく、お取引先
によっては、資金繰りだけでなく抜本的なビジネスモデ
ルの見直しが必要となるケースも出てくると考えられ、
当行がこれまで蓄積してきた事業支援の知見やノウハ
ウを集中的に発揮し、お役に立つときだと認識していま
す。行職員に対しても、積極的にリスクテイクし、お取引
先や地域経済をしっかりとサポートするよう、伝えてい
ます。
このような事態に対し、組織横断的に支援体制を拡充
すべく、2020年4月に本部内に「新型コロナ事業支援
チーム」を立上げました。このチームのミッションは、お
取引先の事業がコロナから立ち直り、将来にわたり安
定的に事業継続していくためのお手伝いです。本部と
営業店が連携を密にとり、地域のリーディングバンクと
して、個々の企業の経営実態や今後の事業展望を十分
に把握し、徹底的な金融支援・事業支援を実践していき
ます。

● 抜本的構造改革
冒頭に申し上げたように、大きく変化する経営環境にお
いて、持続的成長が可能なビジネスモデルを構築する
ことこそ、私の最も重要な責務のひとつであり、そのた
めの構造改革に取り組んでいきます。
2020年に入り、基幹システムの更改や、野村證券㈱と
の業務提携による証券ビジネスの改革、山陰両県内の
33店舗の統廃合、本部の機構改革など、この数ヵ月だ
けでも構造改革に次々と着手してきました。今後も、そ
こで生まれたリソース（人材、資金、システム）を活かし、
コンサルティングとデジタルを軸に次の新しい改革に
挑み続けます。
このなかで、野村證券㈱との業務提携は、当行にとって
大きな試金石になると考えています。今、様々な分野で

「境界」がなくなってきています。特に金融分野は、「境
界」をまたいで異文化や異業種がどんどん参入してき
ています。こうしたなか、自分たちだけにとどまらず、部
署、会社、業界、さらには国境をも越えて結合しないと
目的地に到達できないほど、ビジネスは複雑化・高度化
してきています。
異分野、異文化の人や企業と交流し、自分たちにはない

■ 預り資産業務の体制刷新

山陰地方における証券業務の
全体最適の実現

お客様

●専門的な人材・ノウハウ・情報
●豊富な商品ラインナップ・最新システム

●地域の充実した営業ネットワーク
●長年培った信用

商品・サービスラインナップ拡充
ご提案・コンサルティング内容の高度化

各種お手続きの利便性向上
ご提供できる情報の充実
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情報や、テクノロジーと協働してこそ、相互作用やイノ
ベーションが生まれます。全く違う方向からの技術やア
イデアと刺激し合うことで新しい発想も生まれるでしょ
う。こうした新たな刺激を触媒に、次の成長ステージに
果敢にトライしていきたいと考えています。

● 収益力の向上
中長期的な重点事項である「コロナ禍における事業者
支援」「抜本的構造改革」に加え、毎年度安定的な収益
を確保するため、以前からの各種施策にも継続して取り
組んでいきます。
コロナの影響が日々拡大するなか、「地域を支える」とい
う当行の存在意義を発揮し続けるためにも、私たち自
身が収益力をつけ、将来にわたり持続可能な企業であ
り続ける必要があるからです。
当座、特に注力していく分野は、「法人営業部門」「個人
ローン」「キャッシュレス」「経費コントロール」です。「法
人営業部門」については、これまで順調に伸びてきた融
資残高の勢いを継続するとともに、リスクに見合った金
利の確保など、「量」から「質」に軸足を移した活動を徹底
しています。「個人ローン」「キャッシュレス」においては、
お客様のニーズを満たす商品・施策の実施と、デジタ
ル技術を活用したお客様の利便性向上と効率的業務運
営の両立に取り組みます。「経費コントロール」では、既
に実行してきた構造改革の果実（経費削減）を確実に、
最大限とれるよう努めていきます。

ＳＤＧｓの観点

これらに加え、国連が提唱する「持続可能な開発目標
（SDGs）」の視点での活動にも継続的に取り組んでい
ます。これまで当行は、公有林や民有林が吸収する二
酸化炭素（CO2）を企業に販売する「J-クレジット」制度に
積極的に取り組んでいますし、SDGsの考え方を企業
に理解してもらうためのセミナーも行っています。この
ほか、知的・精神障がい者の就労支援や、文化や教育、
スポーツなどに尽力される団体の活動に対する助成な
ど、長年にわたり豊かな地域社会の実現に貢献したい
という気持ちを持って実践してまいりました。本業によ
る地域への貢献はもちろんですが、これらの社会貢献
活動にも継続的に取り組んでいこうと考えています。

おわりに

当行は、山陰においては企業に対する融資シェアやメ
インバンク比率が全国平均に比べて高い水準にありま
す。これは、お客様からのご支援やご期待の表れであ
り、当行の地域における責任の大きさを示しています。
新型コロナウイルス感染症の拡大で企業・地域が打撃
を受け、個人のお客様も苦しい思いをしておられる今こ
そ、地域の負託に当行が応える局面だという強い思い
があります。
経営理念である「地域の夢、お客様の夢をかなえる創造
的なベストバンク」を常に芯に置き、これからも役職員
一丸となって取り組んでいく所存です。
皆様には今後ともより一層のご支援、ご愛顧を賜ります
よう心からお願い申し上げます。
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財務戦略、資本戦略

山陰を中心とした安定した預金による調達をもとに、地域における貸出などの運用によって、当行の企業価値の向上と地域
の活性化を目指しています。
2020年3月末時点の連結自己資本比率は12.95％、単体自己資本比率は12.52％と、引き続き高い水準を維持しています
が、当行が戦略的に実施している貸出残高の増加等により、自己資本比率は長期的には低下傾向にあります。
当行では引き続き、予算策定時の目標設定、リスク・リターンを意識した取り組み、期中モニタリングのPDCAサイクルを
回すことなどにより、自己資本比率を適正に維持するための取り組みを実践していきます。

引き続き厳しい環境が続くなか、貸出金残高の増加に努め、貸出金利息は2期連続の増加となり、役務取引においても事
業支援手数料が増加しました。
一方、与信費用の増加、基幹システムの移行に伴う一時的な費用の計上や、株価下落に伴う株式の減損処理を計上した結
果、連結ベースでの当期純利益は、前期比27億円減少の104億円となりました。

■ 中期経営計画（2018年度～2020年度）で目標とする経営指標

項目 2019年度
実績

2020年度計画

（新型コロナ）拡大前
2020年度計画

（修正後）
最終年度

（2020年度）
目標

収益性指標
連結

1．当期純利益 104億円 116億円 87億円 138億円以上

2．非金利収益比率（コア業務粗利益ベース） 14.47% ─ 14.38% 19%以上

資本効率指標 3．ＲＯＥ（株主資本ベース） 3.25% ─ 2.68% 4.2%以上

効率性指標
単体

4．ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 62.85% 62.83％ 64.06% 63%以下

健全性指標 5．自己資本比率 12.52% 12.5％程度 12%程度 13%以上

～持続的な収益力と健全性の両立を目指します

財務政策基本方針

2019年度実績

2020年度予想

前提条件
2020年度は、新型コロナウイルスの感染拡大による経済・企業活動の停滞や市場環境の急激な変動に伴い、当行業
績にも一定の影響があると見込んでいます。先行きの見通しを立てることは難しいですが、「新型コロナウイルス感染
症の影響が9月頃まで継続」するという前提に基づき、業績計画を設定しています。ただし、実際の収束時期や経済へ
の影響度合いによっては大きく変動する可能性もあります。

新型コロナウイルスの感染拡大により想定される主な影響としては、対面営業の制約による預り資産関連手数料・事業支
援手数料等の減少や、お取引先企業の業績悪化に伴う与信費用の増加などを予想し、連結ベースでの当期純利益は、新型
コロナウイルスの感染拡大前に計画していた116億円から87億円に修正しています。
また、新型コロナウイルスで影響を受けられたお取引先のために、今こそ当行の厚い自己資本を活用するときと考え、自己
資本比率が12％程度まで低下することを許容する方針としています。
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資本政策基本方針

 リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）の活用

当行は、「健全性・資本効率・株主還元の適切なバランス追求」を資本政策の基本方針とし、リスクアペタイト・フレームワー
ク（RAF）の活用等を通じて、企業価値の向上および持続的な収益性と健全性の両立を目指していきます。

当行では、持続的な収益性と健全性の両立を目的として、経営計画の策定プロセスにおいてリスクアペタイト・フレーム
ワーク（RAF）の考え方を活用しています。リスクアペタイトとは、「計画達成のために進んで受け入れるリスクの種類と量」
であり、リスクアペタイト・フレームワークとは、「収益・リスク・資本のバランスを考慮した適切なリスクテイクを実践するこ
とにより、収益性と健全性の両立を図る経営管理の枠組み」のことを言います。

自己資本比率を
高水準に維持

リスク・コスト／リターンを考慮
した経営管理 ⇒ ROE向上

適切な株主還元の実施
（業績連動配当）

企業価値の向上

健全性 資本効率 株主還元

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）を活用した経営計画のＰＤＣＡサイクル

STEP1　～現状確認

STEP6　～対応策検討

STEP2　～計画案作成

STEP5　～評価・モニタリング

STEP3　～計画の妥当性確認

STEP4　～計画策定

経営会議（ALM委員会等）を通じたPDCAサイクルを運用

●ポートフォリオ分析
●リスクプロファイル
●外部環境認識

●計画の見直し要否
●収益補完策、リスク削減策

etc.

●リスクアペタイト案の作成
●経営計画案の作成

●収益・リスク・資本のバランス
●リスク・コスト/リターン評価
●外部環境の変化

●�収益・リスク・資本のバランス�  
（ストレスシナリオを用いて収益
等への影響および健全性を確認）

●リスクアペタイト策定
●経営計画策定

■ 経営計画の策定プロセス
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デジタル戦略
～お客様の利便性の向上と業務の効率化を進めます

2020年1月の基幹系システム移行後、それまで抑制していたデジタル化の動きを一気に進めています。
新型コロナウイルス感染拡大でよりニーズが高まる非対面チャネルを充実させ、お客様の利便性向上につながるサービス
の提供に努めます。また、デジタル化により行内の抜本的な構造改革を推進していきます。

手のひらに銀行店舗を
（スマートフォンアプリを起点とした取引の構築）
2020年7月より、スマートフォン向けアプリ「ごうぎんア
プリ」をリニューアルし｢ごうぎんスマート通帳｣および「AI
チャットボット」の取り扱いを開始しました。
今後これらのアプリの活用やホームページの全面リ
ニューアルなど、個人のお客様との非対面接点を強化し、
デジタルマーケティングの取り組みを加速させます。

デジタル戦略基本方針

非対面チャネルの充実

非対面チャネルの充実 行内事務の効率化・働き方改革

スマートフォンアプリのリニューアル
●�ごうぎんスマート通帳の取り扱い開始（通帳レス）
●�全店の普通預金口座開設を可能に 
（来店レス・印鑑レス）

●�AIチャットボットでのお問合せ対応（24時間365日）
●�マイページやPush通知でのお知らせ機能

リモートワークの促進
●�在宅勤務・テレワークが可能な 

勤務環境の整備
●行内書類への押印廃止

ホームページのリニューアル
●全面的なデザイン変更
●「スマホファースト」な画面構成

外訪先でのIT活用
●持出用パソコンの活用
●Web会議の活用

ローン申込手続きの見直し

●申込から契約まで完全Web化
●�チャットやマイページによる 

コミュニケーション

デジタルマーケティングの取り組み強化
●アプリやメールによる 1to1 マーケティングの拡大
●�AIの活用等によるコミュニケーションの最適化

営業店事務レスの取り組み
●事務集中部門の構造改革
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営業店事務の徹底的なレスを追求します。タブレット等の活用により、お客様に、「紙へのご記入をいただかない」「印鑑の
押印をいただかない」「お待たせしない」ことを目指します。内部事務面でも、紙がデータに変わることによりさらなる事務
の集中化を図ります。
また、本部事務を中心に、 AIやRPAの活用を強化することで、事務の効率化を進めていくほか、ローンについては完全
Web化に向け対応を進めています。

お客様への提案力強化、効率的な業務運営を図るため、
行内のIT環境の整備を進めています。
さらに、新型コロナウイルス感染対策として、在宅勤務が
一般的な働き方となるなか、スマートフォンの増台、持出
用パソコンの新規配備などのハード整備および社内・社
外のWeb会議などの環境整備を進め、在宅勤務をはじ
めとしたテレワークにも対応できる体制構築を進めてい
ます。これは対面機会が減少している法人のお取引先と
の非対面コミュニケーション強化でも、活用を検討してい
ます。

消費者の利便性向上と事業者の売上アップや生産性向上を図るとともに、当行キャッ
シュレス収益の計上を目的として、地域のキャッシュレス化を進めています。
2019年10月の消費税増税における「キャッシュレス・消費者還元事業」のスタートにあ
わせ、以前から取り扱っているクレジットカードに加え、みずほ銀行が提供する「J-Coin 
Pay」の加盟店を増やしています。また、各種イベント会場や当行のJ-Coin Pay加盟店
約3,300店舗でのキャッシュバックキャンペーンの実施など、事業者・消費者双方から
キャッシュレス化を推進しています。

観光地のキャッシュレス化
山陰の観光地においても、地域社会と連携してキャッシュ
レス化を図り、観光客の利便性を向上することで、地域の
より一層の魅力向上を目指しています。
玉造温泉や松江城天守登閣料、堀川遊覧船など、松江市
内の主要観光施設においてQRコード決済「J-Coin Pay」
の運用がスタートしました。また、iDやQUICPay、Suica
などの各種電子マネーもあわせて対応しています。

事務の効率化

デジタルを活用した働き方改革

地域のキャッシュレス化推進
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構造改革の推進
～抜本的な見直しにより、コスト削減と成長分野への資源の再配置を実現します

構造改革基本方針

デジタル化による抜本的な構造改革

コスト競争力の強化

合理化・効率化を徹底して追求し、生産性の向上を通じて捻出された人的資源・投資原資を成長分野に再配置することで、
お客様への高度なサービス提供の実現を目指しています。具体的な施策として、「ごうぎん構造改革プロジェクト」と名づけ
た「デジタル化による構造改革」「店舗改革」 「コスト競争力の強化」の取り組みを進めています。

デジタル化により業務の効率化を図ることで、コンサルティングなどの高度なサービスに一層注力できる体制の整備と、お
客様の利便性向上に取り組んでいます。

経営企画部内に「コストコントロールセンター」を設置し、
個別の投資・支出案件を厳選しています。
コストコントロールセンターを主体とした構造改革の成果
は、新システム移行関連経費や新システム関連減価償却
費などを除いたその他経常経費において、グループ会社
の再編やATM削減などにより、昨年度1年間で約8億円
の削減効果となりました。

収益力の強化

コストの削減

店舗改革
●営業店改革 　　 窓口、後方事務、セールス改革
●店舗スタイル改革
●中長期的な店舗戦略

デジタル化による構造改革
●デジタルチャネルの拡充
●デジタルマーケティングの活用
●地域決済プラットフォームの提供

コスト競争力の強化
●コストマネジメントの強化
●本部、関連会社の生産性向上
●ＩＴ基盤の強化

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
営
業
・
審
査
・
事
務
の

抜
本
的
改
革

事
務
時
間
の
削
減

戦
略
分
野
へ
の
人
員
再
配
置

お
客
様
と
の
接
点
強
化

プロジェクト
KPI

総投資予算 収益増加 物件費 人員捻出

50億円程度 6億円 ▲13億円 10万時間（50人相当）
※2018～2020年度の3年間の削減目標、対2017年度比

■ 物件費の推移

2017年度 2018年度 2019年度

（億円）

162.1 160.9

167.7

■ 新システム関連減価償却費（償却5年間）
■ システム移行関連経費
■ その他経常経費

160.8

152.7

5.8
167.3

2.3
1.3

0.4

140.0

150.0

160.0

170.0
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預り資産業務の体制刷新

店舗改革

野村證券㈱との提携により、当行、ごうぎん証券㈱、野村證券㈱の3社の推進チャネルを地域内で一本化し、法人営業担当
者を含めた全行体制で全てのお客様に付加価値の高いサービスが提供できる推進体制へと、預り資産業務の体制刷新を
図ります。

店舗ネットワークの再編
来店客数の減少やデジタル化の進展などに伴う銀行店舗
の役割の変化に対応するとともに、金融サービスの維持・
向上を実現する一連の取り組みのひとつとして、効率的
かつ柔軟な店舗体制を構築するため、店舗ネットワークの
再構築に取り組んでいます。
2020年8月、9月には山陰両県の33カ店について、店舗
内店舗方式（ブランチ・イン・ブランチ※）による店舗の統
廃合（移転）を実施します。これにより捻出する約100名の
人員や諸経費については、戦略部門への再配置や投資を
行います。
お客様の利便性確保策として、Webでのお取引を拡充さ
せるほか、ATMの営業継続、郵便局内における共同窓口
の設置と移動店舗車の運行を決定しています。

※�ブランチ・イン・ブランチ： 
ひとつの店舗内に複数の支店・出張所が同居する店舗形態

「コンサルティングの場」への転換
従来の事務処理中心の場から、「コンサルティングの場」へと転換を図ります。デジタル化等により事務の削減を図るととも
に、コンサルティングブースの拡大などのご相談いただきやすい環境の整備や、専門知識を持つコンサルティングスタッフ
の配置を進めます。

■ 提携後の推進イメージ

銀行窓販・仲介 野村證券㈱業務提携後 役割・提供サービス 営業手法

提携前 提携後

顧客属性
富裕層

資産
形成層

法人
法人オーナー

富裕層

準富裕層
（個人）

未開拓個人

職域

ごうぎん証券㈱

担当あり
（ごうぎん証券㈱FA）

ブロック店
法人営業
個人営業

●運用提案
●各種コンサルティング
●事業・資産承継
●その他ソリューション
●持ち株会等

●運用提案
●取引基盤／裾野拡大
●ネット誘導
●ボリュームアップ

●取引基盤／裾野拡大
●若年層開拓
●ネット･アウトバウンド誘導

●職場積立NISA・401K

ブロック店
個人営業

その他営業店
個人営業（その他の係、担当も含む）

全営業店　　法人営業

担当なし

担当あり
（個人営業）

野村證券㈱
出向者

本部担当
（コンサルティング

グループ）担当あり
（個人営業）

対
面
取
引

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト（
ホ
ー
ム
ト
レ
ー
ド
）

非
対
面
取
引

■ 店舗数の推移（旧代理店含む）

2011年度末 2019年度末 2020年度末

（カ店）

150

2018年度末

150
117

170

50

100

150

200
2011年度比　▲31％
再配置要員　100名程度

（2020年度はブランチ・イン・ブランチの店舗除く）
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価値創造の源泉～法人部門

中長期的
な戦略

リレバン活動をベースに、お取引先の付加価値向上に向けた
事業支援とファイナンスを一体で提供
• お取引先の付加価値向上のため、個別先へのコンサルティングを強化
• 広域にわたる顧客基盤の拡大による地域間シナジーの追求

■ 法人貸出金平残 ■ 法人ソリューション関連収益

2017年度 2019年度

16,582
18,308

（億円） ■ 山陰　■ 山陽　■ 兵庫・大阪　■ 東京

0

5,000

10,000

15,000

20,000

6,532

3,036

4,713

2,301

6,738

3,655

5,536

2,377

2018年度

17,520

6,726

3,380

5,233

2,180

2017年度 2018年度 2019年度

18.4
3.7

0.5
0.3

（億円）

11.4

3.2

13.9

5.1

19.3377

15.8

20.8

4.4

■ クーポンスワップ他
■ 私募債保証料
■ 事業支援手数料

0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

基本方針

2019年度実績

外部環境・課題認識

当行は、「リレーションシップバンキング」を普遍的なビジネスモデルととらえ、一貫して取り組みを続けています。現在展開
している「付加価値向上運動」では、リレバンのノウハウをベースに、お取引先の付加価値向上につながる活動に専念し、全
てのお取引先にとって、長期的な信頼関係を軸にした「真のビジネスパートナー」となることを目指しています。
このリレバンをベースとした、お取引先の付加価値向上のためのコンサルティングを強化し、当行の特徴でもある「広域店
舗ネットワーク」を活用した地域間シナジーも高めながら、事業支援とファイナンスを一体で提供いたします。

2019年度の法人貸出金平残は、事業性評価でお取引先の事業内容や成長性をしっかりと見極めることで、積極的なリスク
テイクを図ったことなどにより、全ての地域において増加しました。
また、法人ソリューション関連収益も、事業承継や医療・宿泊業などの地域の主要産業へのコンサルティングが伸張したこ
となどから、初めて20億円を超えました。

当行の主要営業エリアである山陰地方は、人口減少や高齢化など多くの課題を抱えています。また、長引く超低金利環境
において、金融機関の収益環境は厳しい状況が続いています。こうした厳しい環境下でも、お取引先が事業を成長・継続し
ていくため、お取引先の課題解決に積極的に取り組むことで、当行もともに成長する好循環を生み出すことを目指していま
す。
このため、山陰、山陽、兵庫・大阪にまたがる店舗ネットワークを活かし、各地域で取引の深掘りをしっかりと進めることで、“地
域の架け橋”としての機能を強化しています。
また、2020年初頭からの新型コロナウイルス感染拡大の影響により、地域のお取引先は甚大な影響を受けています。当行
は資金繰り支援はもとより、今後の社会の変化も見据えた事業支援を展開し、収益の回復を全力でサポートしています。

※私募債保証料・クーポンスワップ等の全期間想定収益を含む
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■ シップファイナンス残高

■ 山陰両県内における法人貸出金利回り

■ 兵庫・大阪地区の法人取引先数

■ ストラクチャード・ファイナンスの取組方針

期中実行金額（計画） 戦略的人員の配置

500億円 ＋4名配置済

※2021年3月期の目安

■ 付加価値向上運動の基盤拡大

2017年度末 2018年度末 2019年度末

（先）

2,650

598

2,727

640

2,508

570

0

1,000

2,000

3,000
うちメイン先

2017年度末 2018年度末 2019年度末

（先） （先）

2,123

3,164

430
40

239

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

400

200

600

800

1,000
■ 成功報酬型コンサル契約先（右軸）
　　 付加価値向上宣言先（左軸）

2017年度末 2018年度末 2019年度末

（億円）

463

727

267

■ 山陰　■ 山陽　■ 兵庫・大阪　■ 東京
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360
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23

16

5 35

2017年度 2018年度 2019年度

（%）

1.35 1.34
1.41

1.10

1.30

1.20

1.50

1.40

重点施策

コンサルティングの強化
「付加価値向上運動」の対象となるお取引先数や、 課題
解決の度合いに応じて手数料を受領する「成功報酬型コ
ンサル」契約先数は着実に増加しており、「付加価値向上
運動」の基盤は拡大しています。専門分野の人材育成や
ニーズに応じた施策の展開など、コンサルティング営業
体制を強化しています。
また、新型コロナウイルスの影響を受けられたお取引先を
中心に、個別先へのコンサルティングを強化していきます。

地域別戦略

山陽

従来注力している新規先の獲得と既存先のシェアアップ
に加え、近年は瀬戸内の地場産業としてシップファイナン
スに取り組んでいます。

兵庫・大阪

リレバンをベースに地域に密着した活動を展開すること
で、新規先の獲得と既存先のシェアアップに努めています。

東京

戦略的に人員を配置するなど、ストラクチャード・ファイナ
ンスへの取り組みを強化しています（新型コロナウイルス
感染拡大の影響等を考慮し、デリバティブ内包型の取り
組みは抑制）。

山陰

事業性評価を通じ、お取引先の将来性・課題を十分に把
握することで、事業・財務に課題を抱える先に対しても、
積極的にリスクテイクしています。
2019年度の法人貸出金利回りは1.34％、2020年度も
横ばいを見込んでおり、下げ止まり感がみられます。
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価値創造の源泉～リテール部門

中長期的
な戦略

多様化するニーズに対し利便性と専門性を高めることで
長期的取引関係の深耕を推進
• 預り資産業務体制を抜本的に刷新、「新たな証券ビジネスモデル」を構築
• 対面での営業を強化するとともに、非対面取引を拡充

■ グループ預り資産関連手数料 ■ 個人向けローン残高

2017年度 2019年度

31.1

16.6

（億円） ■ 銀行　　■ ごうぎん証券

18.2

12.8

10.7

5.9

2018年度

25.4

17.8

7.6

0

10

20

30

40

2017年度末 2019年度末

7,064
8,173

（億円） ■ 住宅ローン　　■ 消費者ローン・カードローン

6,086

978

7,167

1,006

2018年度末

7,639

6,631

1,008

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

基本方針

2019年度実績

外部環境・課題認識

預り資産業務においては、野村證券㈱との業務提携により、山陰両県に広く強固な顧客基盤を有する当行グループと、金
融商品取引業務に関する豊富なノウハウや商品ラインナップを有する野村證券㈱とが相互の強みを活かし、多様化するお
客様のニーズに対応していきます。
個人向けローンのうち、住宅ローンは、住宅業者とのリレーションを強化することで、残高の伸張を図っています。消費者
ローンは、職域提携企業への営業を強化するとともに、デジタルマーケティングも拡充しています。
またクレジットカードの顧客基盤を活用し、今後キャッシュレス決済を促進することで、地域のインフラ整備に取り組んでい
きます。

当行とごうぎん証券㈱をあわせたグループ預り資産残高は、相場要因により販売が低迷したことから、全体として減少しま
した。
個人向けローンは、住宅ローンを中心に2019年度も堅調な伸びをみせました。また、2020年2月には、個人向け無担保
ローンの新商品の取り扱いを開始しました。幅広い資金使途、フリーローンよりも低い金利設定など、ご利用しやすい商品
内容とすることで、消費者ローンの残高増加を図ります。

山陰両県は、全国に先駆けて高齢化の進展や人口減少などの課題に直面しています。地域金融機関は、事業承継や個人の
資産運用などにおいて、こうした問題に対応したより高度なコンサルティング機能が求められています。
当行とごうぎん証券㈱は、銀証連携による総合的な金融サービスをお客様に提供してきましたが、世界経済の先行き懸念
やノーロード商品の増加等といった、証券業務の収益環境に関する不安定要素も大きく、合理化・効率化を大胆に図る必要
があるとの判断により、金融商品仲介業務における野村證券㈱との提携という結論に至りました。
また、デジタル技術を活用した商品・サービスを充実させていますが、新型コロナウイルスの流行もあり、当行の得意とす
る対面営業と組み合わせた、非対面取引の拡充がより求められています。
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3社合計
預り資産

残高

■ キャッシュレス収益（会員事業）

2017年度 2019年度

11.3 11.4

（億円）

2018年度

11.0

0

5.0

10.0

15.0

重点施策

野村證券㈱との提携
今回の提携は、当行と野村證券㈱が互いの強みを持ち寄
り、それぞれの役割分担で当地における証券ビジネスの
全体最適を実現しようとするもので、合理性・効率性と経
済性を両立させた、地方における証券ビジネスの新しい
モデルになり得る試みと考えています。

キャッシュレス化の推進
法個人あわせて29万人のクレジットカード会員と1万件
の加盟店契約という既存の顧客資産を活かし、キャッシュ
レス決済の普及を図っています。
みずほ銀行が提供する「J-Coin Pay」の加盟店と利用者を
増やすことで、地域のキャッシュレス化を推進しています。

職域提携先と非対面取引のさらなる強化
法人のお取引先を主とした職域提携先に対し、役員・従業
員の方向けのセミナーなどによる接点を活用し、資産運
用やローンなどの認知向上や取引のきっかけ作りを推進
しています。
非対面においても、ごうぎんなび（Webサイト）の活用な
どにより、各種デジタルチャネルへの誘導を図っています。

■ スケジュール

2020年9月23日 野村證券㈱松江支店・米子支店口座
を新仲介へ移行

2020年11月2日 ごうぎん証券㈱口座を新仲介へ移行

2021年1月12日 当行窓販口座を新仲介へ移行

■ 野村證券㈱が有する多様な商品・サービスの提供

約8,000億円へ
（5年目途）

約5,000億円

2019年8月26日、包括的業務提携に関する基本合意書を締結

働く世代のお客様への情報提供の場として親しまれるWebサイト「ごうぎんなび」

期待する提携の効果

当行グループの広域な店舗網を通じて、山陰両県の幅広いお客様に、野村證券㈱の豊富な情報や多様な商品・サービスを
提供できるようになります。また、当行グループが有する店舗網・人的資源と野村證券㈱が有するシステムを相互利用する
ことで、両社の経営効率化を図ることができます。
こうした取り組みを進めることで、3社合計の預り資産残高約5,000億円を、5年を目途に約8,000億円にすることを目指し
ます。
さらに、事業承継やM&Aなどの法個人向けソリューション業務でも連携の可能性を模索していきます。
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価値創造の源泉～有価証券部門

中長期的
な戦略

機動的にアセット・アロケーションを見直し、
安定的に収益を確保
• 日本国債中心とした運用から、外国債券や投資信託などへ再投資
• 市場リスク管理の高度化に取り組む

基本方針

2019年度実績

外部環境・課題認識

金利リスクの分散
低金利環境が継続するなか、日本国債を中心とした運用か
ら、外国債券や投資信託などへ運用の幅を広げています。

バランス運用の拡大
運用実績を精査のうえ、良好なファンドに追加投資をして
います。

金利リスクに見合った株式投資
従来、日本株を中心に運用していましたが、債券ポート
フォリオのアロケーションに合わせ、外国株式にも投資し
ています。また、相場の見通しを基に機動的にアロケー
ションを調整しています。

ファンドの活用
定期的なリバランスを必要とする戦略におけるファンドの
活用や、国内籍追加型・単位型、外国籍などの投資目的に
応じたファンド形式を選択しています。

市場リスク管理の高度化
海外金利商品の比率が高まっていることから、欧州およ
び米国金利の予兆管理に注力しているほか、評価損益の
変動等により、評価損が一定水準になった場合、対応策を
検討するスキームを導入するなど、リスク管理の高度化
を図っています。

2018年度に3,000億円、2019年度に1,000億円近くの円貨建債券の償還がありましたが、リスクを見極めながら外債
ファンドなどの投資信託や欧州債などの外貨建外国証券への投資を増やしています。

山陰両県は経済基盤が小さく、資金需要が弱い地域のため、貸出金利息収入を補う手段として、長年有価証券運用に注力
し、人材育成やリスク管理などの体制を整備してきました。しかし、比較的高金利時に購入した日本国債は2018年度から
大量償還の時期を迎えています。
こうしたなか、有価証券運用では外国債券や投資信託など運用の多様化を図ることで、安定収益の確保を目指しています。

■ 有価証券残高（取得原価ベース）

2017年度末 2019年度末

17,740
16,026

（億円） ■ 国債　　■ 地方債　　■ 社債
■ 外国証券　　■ 株式　　■ 投資信託等

7,616

2,067

3,776

1,919

1,969

5,397

2,156

3,050

3,436

1,621

2018年度末

15,234

5,542

1,889

3,039

2,609

1,773

389

364380

0

5,000

10,000

15,000

20,000

投資信託等
外債ファンド 2,309
株式ファンド 209
REIT 311
その他 605

外国証券
外貨建外国証券 2,074

うち米国債 135
うち欧州債 1,600
うちその他外債 338

その他 975
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新型コロナウイルス感染拡大への対応
新型コロナウイルス感染拡大による影響が広く実体経済へと波及しており、売上減少などの影響を受けられたお取引先に
対し、特別融資の取扱開始など、様々な支援策を準備して資金繰りサポートに努めています。また、資金の供給だけではな
く、今後の社会の変化も見据え、いかに対応していくか、本業支援との両輪を同時に回すことが重要となっています。円滑
な資金供給やコンサルティングを通じてお取引先の課題解決をサポートし、地域経済の悪化防止と早期回復に向け、金融
サービスを通じてお客様や地域社会を支えてまいります。

新型コロナウイルス感染拡大の影響に対するサポート体制
経営資源を投入し、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けられたお取引先を中心に、事業支援活動やコンサルティン
グを強化しています。

資金繰り対応と連動した事業支援活動を一層強化
～「新型コロナ事業支援チーム」を設置 （2020年4月15日）～
専門知識と経験・ノウハウを有する本部の経営・事業支援担当者を組織横断的に集約したチームで、営業店と本部が一体
となり、資金繰りをはじめ、経営全般にわたりコンサルティングを通じて今後の対応策や解決策をご提案します。関連会社
や外部機関とも連携し、徹底した事業支援を行います。

新型コロナウイルス感染拡大による
社会環境の変化

経済の一層の低迷

世の中のデジタルシフト

働き方や価値観の多様化

当行に期待される役割

お取引先企業の事業継続・
発展に向けたサポート
　●コンサルティング
　●資金繰り支援
　●事業支援

デジタルシフトへの対応

法人営業部
法人コンサルティング

グループ
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山陰合同銀行が目指す
持続可能な地域社会 地域・お客様の課題解決によ  　って、地域と当行の持続的な成長を実現する

地域・お客様の課題の解決策の提供を地域金融機関の本業として取り組むことで、地方創生や地域経済の活性化
に貢献します。また、地域貢献活動を積極的に展開することで、地域社会の発展・向上を目指します。
なかでも地域経済の活性化は当行の使命であると考えており、徹底的に取り組むことで、地域と当行がともに持続

※SDGs （Sustainable Development Goals）：
　国連加盟国が採択した、2030年までに達成することを目指す17の持続可能な開発目標

対応するSDGs※

持続可能な地域社会形成への取り組み
～地域とのつながり・かかわりを強く持ち、地域経済の活性化・地域の発展に貢献しています

地域経済の
持続的な成長

社会
（Social）

持続可能な
地域環境の実現

環境
（Environment）

企業統治
（Governance）

豊かな
地域社会の実現

健全で透明性の高い
経営体制の確立

従業員の満足度向上

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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地方創生 （地域主要産業・企業群の活性化　等） P32〜33

お取引先企業の付加価値向上 
（徹底的な事業支援活動　等） P34〜37

お客様のゆとりある生活の実現  
（お客様本位のトータルコンサルティングサービスの提供、 
デジタル技術を活用した利便性の向上　等）

P38〜40

地域・お客様の課題解決によ  　って、地域と当行の持続的な成長を実現する
的に成長できる社会を実現していきます。

具体的な当行の取り組み

障がい者の自立支援・社会参画支援 （ごうぎんチャレンジド　等） P50

青少年の育成活動 （私塾「尚風館」、金融教育　等） P41

地域貢献活動 （スポーツ振興、寄付活動　等） P42〜43

組織の活性化 （人材育成、ダイバーシティ推進、
ワーク・ライフ・バランス推進　等） P48〜51

企業統治 （コーポレートガバナンス改革の推進、情報開示の充実　等） P52〜57
資料編P16〜18

リスク管理、コンプライアンス・リスク管理 （確固とした管理体制の確立　等）
P58〜59

資料編P20〜21,
P25〜29

環境に配慮した企業活動 （行内の省エネ・省資源・リサイクル活動　等） P44

地域環境や自然を守り育む活動 （森林保全活動　等） P45

環境関連ビジネス  
（J-クレジット活用支援、再生可能エネルギー事業への参入支援、 
環境配慮型商品の提供　等）

P46〜47

銀行の本業そのものとして実現するもの本業

本業

本業

本業

本業

法人のお取引先に
対する取り組み

個人のお客様に
対する取り組み
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地方創生の実現
～地域の主要産業に対する付加価値向上支援や地方公共団体等との連携強化により、地方創生の実現を目指しています

地域の主要産業の付加価値向上を支援することで、地域経済の底上げを図ります。

山陰創生推進プロジェクトチーム
第二期地方創生期間（2020年度～2024年度）における
支援体制として、県内外の営業店・本部および関連会社
が協力し各種相談への対応やソリューション提供を行うプ
ロジェクトチームの体制を強化しています。

主要産業の付加価値向上

地方公共団体等との連携強化

“SDGs de 地方創生”ワークショップ実施取組
事例

SDGsを活かした
新たな地方創生への気付きを共有
地方創生の実現へ向けて、SDGsの考え方やアプローチ
が極めて有効であると考え、地方公共団体の皆様ととも
にワークショップを実施しています。
現在、山陰地方では「SDGs未来都市」として、鳥取県日南
町と鳥取県智頭町の2町が選定されており、SDGsを取り
入れた“まちづくり”を推進しています。2019年度は、こ
の両町においてワークショップを実施し、合わせて約60
名の町職員・関係者の皆様に参加いただきました。

山陰両県
営業店

県外
営業店

関連会社

山陰地域

外部
連携機関

本部各部

主要産業・企業群

宿泊・観光業 ■ 産業のブランド化、集積化
■ 地域企業の商圏拡大
■ IT導入等生産性向上
■ 海外進出支援　　　など医療・介護業

食品製造業

地域の未来を牽引する企業

地域経済への波及付加価値向上支援

地方公共団体・大学など
外部連携先との連携 地方創生の実現

地域産業の付加価値向上

地域経済の好循環

地域の稼ぐ力の醸成

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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創業・新事業開拓支援

とっとり大学発・産学連携ファンド取組
事例

■ 累計投資実績（2020年3月末現在）

しまね大学発・
産学連携ファンド 5先 770百万円

とっとり大学発・
産学連携ファンド 5先 1,178百万円

大学発ベンチャー支援
大学発のベンチャービジネスを資金面・経営面でサポートするこ
とを目的に「しまね大学発･産学連携ファンド」「とっとり大学発･産
学連携ファンド」を設立し、島根大学、鳥取大学が保有する特許な
どの知的財産や研究成果を活用したベンチャービジネスに対し
て投資を行い、事業化までサポートしています。

ＳＡＮ－ＩＮ・イノベーション・プログラム
人口減少など多様な地域課題を抱える山陰にこそ創造的な事業
の源泉があり、新たな付加価値を生み出す可能性があると考え、

「SAN-IN・イノベーション・プログラム（SIP）」を実施しています。
本源的な欲求や希求（Wants＝潜在的なNeeds）をベースに事
業アイデアを創発し、事業構想の実現へ向けて産官学金等との
連携を促し、地域経済エコシステム※の機能を活用した事業化支
援を行っています。
また、ＳＩＰによって生まれた地域活性化に意欲的な人材のネット
ワークは、プログラムの外でも“つながり”を持ち、新たな連携事
業構想も生まれています。
※�地域において、企業、金融機関、地公体等の各主体がそれぞれの役割を果たしつ

つ相互補完関係を構築するとともに、地域外の経済主体等とも密接な関係を持ち
ながら、多面的に連携・共創してゆく関係

SIP事業構想
●ＳＩＰ2018 ： 11事業構想 
　ＳＩＰ2019 ： 8事業構想（最終セッションでのプレゼン数）
●7法人設立および1個人事業（2020年4月末時点） 
　※SIP2018：5社、SIP2019：3社（含個人事業）

●�参加者同士の新たな連携によるものを含め、10以上の事業構
想が事業化へ向けて検討中

山陰の活性化に燃える
意欲的な人材

全国の革新的経営者
（ノウハウ・モチベーション）

山陰に夢のある新事業の種を生み出す！

×

地元企業との医工連携による新製品を次々と開発
出資先 株式会社メディビート　代表取締役　山岸　大輔
出資日 2019年4月24日 出資額 200百万円

事業内容
鳥取大学医学部附属病院をはじめとする医療機関・医療
現場から生まれるニーズ・シーズから発展させた医療機
器、介護・看護用品等の研究開発および製造販売

看護師などの意見を参考にした「幼児用活動制御サポーター」や「床擦れ
除去処置シミュレーター」などの新製品開発が、地元企業と連携して進
んでいます。
新型コロナウイルス感染拡大を受け開発した紙製フェイスシールドは大
きな反響を呼び、当行も出資する「地域商社とっとり」を通じて広く採用
されています。当行も山陰両県に寄贈し、医療従事者の方々に活用いた
だいています（P42参照）。
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徹底的にお取引先の付加価値向上に寄与し、当行も対価として収益を計上することを目的とした「付加価値向上運動」に取
り組んでいます。このビジネスモデルは、SDGsやESGの思想にも合致するもので、「リレーションシップバンキング」による
地域経済活性化に取り組むことで、持続可能な地域社会の実現を目指します。

広域店舗ネットワークを活用したビジネスマッチング
当行の広域店舗ネットワークと豊富な情報収集力を活用したビ
ジネスマッチングによる販路開拓支援に力を入れています。山陰
両県のお取引先には、大消費地・大生産地にある山陽、兵庫・大
阪のお取引先をご紹介し、山陽、兵庫・大阪のお取引先には、山
陰両県の良質な一次産品や製造技術、また行政機関と協力した
企業誘致などをご提案しています。

海外で事業展開を検討されるお取引先を営業店、本部、
海外駐在員事務所が連携して支援しています。また、海
外地方政府や金融機関との連携など支援体制の充実を
図っています。

海外進出における支援活動
●海外の投資環境、業界動向、法規制などの情報提供
●現地法人設立サポート
●海外企業との商談会、販路・調達先企業のご紹介
●提携銀行を通じた現地法人のお借り入れサポート
　など

2019年5月17日にタイ・バンコクにて、地
方銀行20行合同で日系企業ビジネス交流
会を開催しました。
参加者総数は424社479名と、バンコク最
大規模の日系企業を対象とした交流会とな
り、当行枠からは、お取引先21社22名にご
参加いただきました。
業種の垣根を越え、多数の企業との交流が
活発に行われました。

お取引先企業の付加価値向上
〜徹底的な事業支援活動で「真のビジネスパートナー」となります

販路・仕入先開拓支援

海外進出支援

上海駐在員事務所

バンコク駐在員事務所

大連駐在員事務所

提携先：カシコン銀行（タイ）

当行

提携先：中国工商銀行東京支店（中国）

提携先：バンクネガラインドネシア（インドネシア）

提携先：上海市松江区人民政府（中国）

提携先：ベトコム銀行（ベトナム）

提携先：大連市人民政府（中国）

提携先：メトロポリタン銀行（フィリピン）

提携先：大連銀行（中国）

提携先：インドステイト銀行（インド）

■ 販路開拓支援を行った先数
（社）

2017年度

430

2018年度

560

2019年度

711

0
200
400
600
800

「第4回タイ日系企業ビジネス交流会」の開催取組
事例

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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シンジケートローン
大規模な設備投資案件など、多額の資金が必要なお取引
先への支援ツールとして、「シンジケートローン」を提供い
たします。シンジケートローンは、複数の金融機関がシン
ジケート団を組成し、一つの契約書に基づき融資を行う
もので、まとまった資金調達や調達手段の多様化が可能
となります。

私募債
一定の財務基準を満たすお取引先に私募債を発行してい
ます。長期固定金利の資金調達に加え、財務の健全性や
地域貢献活動の取り組み等をアピールできます。中でも、

「寄贈型私募債」「福利厚生型私募債」はお取引先の地域
への思いを具現化できる金融商品として、大変好評を得
ています。

寄贈型私募債

企業の財務健全性に加えて、教育機関、地域おこし団体、
地域スポーツチーム等に、私募債発行金額の0.2％以内
の金額で、発行企業と当行の連名で寄贈を行う地域貢献
度の高い私募債。

福利厚生型私募債

企業の財務健全性に加えて、山陰両県の旅館等を使い社
員旅行を実施した際の代金について、私募債発行金額の
0.2％を上限に補助する私募債。

資金調達ニーズへの対応

金融商品を通じてお取引先の社会貢献活動を後押し

教育機関寄贈型私募債
私募債発行時に発行金額の0.2％以内の物品（子どもた
ちの学びや健やかな成長に役立つスポーツ用品や楽器な
ど）を地域の小・中学校等の教育機関に発行企業と当行
が連名で寄贈しています。

金融商品を通じ社会に貢献
地域の将来を担う子どもたちを応援

発行企業

山陰合同銀行
地域の小・中学校

等の教育機関

連名で寄贈

ファイナンス・リース仲介
連結子会社の山陰総合リース㈱が取り扱うファイナンス・
リース※の仲介業務を行っています。グループ連携を強化
し、より多くのお取引先にグループの総合金融サービス
を提供してまいります。

※�リース期間終了後も所有権が借り手に移らない「所有権移転外ファイナ
ンス・リース」に限定して仲介

■ 私募債の発行件数・発行金額の推移

225
181

260
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17,840

件数　　　  　　発行額（件） （百万円）
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コンサルティングサービスの提供

お取引先企業の付加価値向上
〜徹底的な事業支援活動で「真のビジネスパートナー」となります

お取引先への事業支援活動を通じて共有した幅広いニーズやお取引先の一層の成長支援に対応するため、コンサルティン
グサービスの提供に力を入れています。外部専門家等と連携しながら、当行が主体となりワンストップでコンサルティング
サービスを提供できる体制を整えています。

成功報酬型コンサルティングサービス
お取引先の売上高や営業利益等の向上をお手伝いし、そ
の結果に対して手数料をいただくサービスです。
2020年3月末時点契約先数　

地域の主要産業「宿泊・観光業」「医療・介護業」
「食品製造業」に対するコンサルティング
本部に「宿泊・観光業」「医療・介護業」「食品製造業」の専
門担当者を配置し、外部専門家と連携して経営課題の解
決支援を行っています。

239社

行員常駐型コンサルティングサービス
当行行員がお取引先に常駐し、成長戦略、社内組織体制、
販路拡大、財務などあらゆる経営課題にアドバイス・解決
のサポートをしていきます。

ＩＴコンサルティング
お取引先のＩＴ化やインターネットの活用などの課題・ニー
ズを解決するため、本部にＩＴコーディネータの資格保有
者を置きＩＴ導入支援を行っています。

吉賀町唯一の医療機関として
六日市病院の存続は必須
島根県の西端に位置する吉賀町では、唯一の医療機関で
ある「六日市病院」の存続危機が取り沙汰されるなか、町
内に「吉賀町医療介護あり方検討会議（以下、会議）」が発
足、六日市病院を存続させる方法を中心に議論が展開さ
れていました。
会議運営には外部の支援が必要であることを把握した当
行の六日市支店長は、本部の専門の担当者と帯同訪問を
実施。ニーズの詳細を確認し、全国に参考事例を持つ㈱
日本経営と当行がコンソーシアムを組成。コンソーシアム
でプロポーザル（事業者選定）に参加し、2社が共同で受
託業務を受注するに至りました。

地域にお住まいの方々に
安心・安全な暮らしを提供するために
具体的な業務内容としては、六日市病院を取り巻く外部
環境の把握や内部環境から経営の問題点等を把握し、具
体的なシミュレーションを基に六日市病院の運営形態等
を変更し存続させるご提案を行いました。現在も継続協
議中ではありますが、ご提案させていただいた具体案が
実現すれば、吉賀町の医療介護が守られることに加え、人
口減少が進む他の中山間地域における中核病院の存続
方法として、有効な事例の一つとなると確信しています。

吉賀町にお住まいの方々に、安心・安全な暮らしを提供するために
～「地域医療の存続」に向けた具体的な活動～

取組
事例

外部ネットワーク山陰合同銀行

吉賀町医療介護あり方検討会議
（目的：住民の方々に、安心・安全な暮らしを提供）

六日市支店 本部 株式会社日本経営

情報を共有

コンソーシアム

●当行と㈱日本経営がコンソーシアムを組成し、
吉賀町と業務委託契約を締結（三者契約）。

●「吉賀町医療介護あり方検討会議」等の運営サ
ポートを実施。

六日市病院の
存続に関する相談

六日市病院の存続と介護事業者との共存

吉賀町

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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事業承継コンサルティングサービス
中堅・中小企業にとって、経営者が事業をいかに円滑に承
継していくかは大きな課題です。当行では、「事業承継コ
ンサルティングサービス」をご提供し、円滑な事業承継を
サポートしています。

事業承継・Ｍ＆Ａサポート

経営改善支援

■ 事業承継コンサルティング契約件数

■ M&Aアドバイザリー契約締結件数および成約件数

（件）
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■契約締結件数
■成約件数

M&Aサポート
事業承継問題の出口である「Ｍ＆Ａによる他社への譲渡」
に関するご相談に積極的に対応しています。最近は、後継
者問題の解決にとどまらず、成長戦略の手段としてＭ＆Ａ
を選択する企業が増えており、地域経済の活性化やお取
引先のさらなる発展につながるＭ＆Ａアドバイザリー業務
を提供しています。

地域経済発展のためには、地元企業の活性化が不可欠です。当行では、経営改善支援先と経営課題を共有し、外部専門家
と連携を図りながら経営改善計画の策定・実行を支援しています。

■ 経営改善支援先の債務者区分改善状況（2019年4月～2020年3月）
（単位：社）

期初債務者数A
（2019年3月末） うち経営改善

支援取組先　α

αのうち期末に
債務者区分が

ランクアップした
先数　β

αのうち期末に
債務者区分が
変化しなかった

先数　γ

要注意先 2,752 239 17 217

うちその他要注意先 2,653 227 12 210

うち要管理先 99 12 5 7

破綻懸念先 397 28 2 23

実質破綻先 167 9 0 9

破綻先 28 − − −

合　計 3,344 276 19 249

経営改善
支援取組率＝α/Ａ

ランクアップ率
＝β/α

8.6% 7.1%

8.5% 5.2%

12.1% 41.6%

7.0% 7.1%

5.3% 0.0%

− −

8.2% 6.8%
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お客様のゆとりある生活の実現

キャッシュレス決済の推進
キャッシュレス化の取り組みを山陰全域に広げることで、
消費機会の拡大やお取引先の生産性向上などに貢献し
ます。

クレジットカード	：	 Visa、JCB
QRコード決済	 ：	� J-Coin Pay、Alipay、 

WeChatPay
電子マネー	 ：	 iD、QUICPay、Suicaなど

口座開設アプリ
口座開設・インターネットバンキングのお申込みが、ご来
店いただくことなくスマートフォンで簡単にできます。

個人向け無担保ローン
お申込みからご契約までスマートフォンやパソコンでお手
続きが完了します。店頭においてもタブレットで簡単にお
手続きいただけます。

ごうぎんD
デュオ
uoカード

ICキャッシュカード一体型クレジットカード

身近で便利なサービス

非対面チャネルの拡充

【年会費】一 般 会 員： 1,375円（初年度無料）
	 ゴールド会員：11,000円
		  　　　 （税込） （2020年7月1日現在）

～お客様本位の良質な商品・サービスをご提案いたします

お客様のライフイベントにお応えする商品・サービスを取り揃えるとともに、お客様のライフスタイルにあった取引チャネ
ルを整備し、お客様の資産形成・資産運用ニーズにお応えしています。

いつでも手軽にお取引できる非対面チャネルの拡充を図っています。

〜手のひらに銀行店舗を〜ごうぎんアプリ

スマートフォンで、様々なお取引・サービスをご利用いただけます。

ごうぎんスマート通帳 
スマートフォン上で紙の通帳と同じように、
お取引の明細や残高を確認いただけます。
紙の通帳から簡単に切替いただけ、記帳や
通帳繰越が不要です。

Ｊ-Coin Ｐａｙ
キャッシュレス決済だけでなく、お金を「送る・
送ってもらう」「チャージ・口座に戻す」といっ
た、お金に関する様々なお手続きがスマート
フォンで完了します。

インターネットバンキング 
スマートフォンでお振込み、投資信
託・外貨預金のお取引が可能です。

AIチャットボット
AI（人工知能）技術を活用して、お
客様からの質問に24時間365日自
動で回答いたします。

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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ごうぎんマネープラザ

野村證券㈱との金融商品仲介業務における包括的業務提携

ご相談いただきやすい店舗づくり
コンサルティングブースを拡大し、ご相談いただきやすい
環境を整備するとともに、専門知識を持つコンサルティン
グスタッフを窓口に配置して、コンサルティングサービス
の充実を図っています。
また、個人向けローン商品、投資信託、保険商品の商品内
容をタブレットを利用してわかりやすくご説明しています。
お申込みもペーパーレス化し、書類記入時間や事務処理
時間の短縮を図るなど、サービス向上に努めています。

ローン・資産運用・保険の相談をひとつの窓口で。
ワンストップでライフプランのコンサルティング。
休日にご相談いただけるサービスを拡充し、平日にまとまった
時間がとりにくいお客様にも、ゆっくりとご相談いただける環境
を整備し、多角的なコンサルティングサービスを提供します。

2019年12月16日付で最終契約を締結した野村證券㈱との金融商品仲
介業務における包括的業務提携は、2020年9月下旬以降、順次実施し
ていきます。山陰合同銀行の広範なネットワークに野村證券㈱の専門的
なノウハウと豊富な情報をプラスし、人生100年時代を見据えたお客様
の資産形成を応援いたします。

～松江・出雲・鳥取・米子に設置～

ローン

資産運用

保険
統合

● お取引チャネル
店頭窓口のみならず、お電話やインターネット等の
非対面チャネルなど、お客様のライフスタイルに応
じた様々なお取引チャネルをご選択いただけます。

● 商品ラインナップ
現在野村證券㈱が取り扱う800種類以上の投資信
託などの商品・サービスが、当行を通じてご購入い
ただけます。

● 高度なコンサルティング機能
本提携により当行の窓口は「銀証一体のワンストッ
プチャネル」となります。これにより、金融に関する
全てのご相談等は当行の窓口で完結させることが
できます。

本提携により、これまで以上に豊富で最新な金融商品や
付加価値の高いサービスをご提供いたします。

● 豊富な情報
野村證券㈱のグローバルネットワークを通じて、世
界中の最新情報をいち早くお客様にお届けいたし
ます。

土・日も営業
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当行およびごうぎん証券㈱は、お客様本位の徹底を図る
ため、お客様の資産形成・資産運用にかかる業務におい
て「お客さま本位の業務運営を実現するための方針」を
策定しています。本方針のうち「お客さま本位のコンサル
ティング」および「お客さま本位の情報提供」を実現するた
め、様々なツールを導入・活用しています。

ヒアリングシート
お客様の家族構成、ライフイベント、金融資産等の情報を
ヒアリングシートを活用して聴取します。データベース化
した情報を元に、お客様のご意向に沿ったご提案をいた
します。

ポートフォリオ提案ツール
お客様の資産全体のバランスを可視化し、最適な資産配
分をお示しすることができます。ポートフォリオ提案ツー
ルを活用し、リスクを分散したバランスの良いポートフォ
リオをご提案いたします。

お客様本位の業務運営に向けた取り組み

お客様アンケート結果 お客様の声を活用した顧客満足度の向上

高齢のお客様・障がいをお持ちの
お客様へのサービス向上の取り組み

資産運用商品をご契約いただいているお客様へアンケー
トを実施し、「お客様本位の業務運営に向けた取り組み」
がお客様のご期待にお応えできているかを確認するとと
もに、商品・サービスの品質向上に努めています。より高
い満足度を目指して、引き続きコンサルティング営業力
の強化を図ります。

ポートフォリオ提案ツール

お客様の満足度向上に向けた取り組み
～お客様の満足度向上に努めています

※「お客さま本位の業務運営を実現するための方針」については資料編、または当行
ホームページ（https://www.gogin.co.jp）およびごうぎん証券㈱ホームページ

（https://www.goginsec.co.jp）に掲載しています。

※�2019年5～8月に山陰両県内の店頭窓口等でリスク性運用商品を購入された
5,000名のお客様を抽出（有効回答1,440名 回答率28.8％）
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総合満足度

業務サポート部カスタマーセンターでは、営業店代表電
話の受電やフリーダイヤル受付、苦情対応などからお客
様の声（ご意見・ご要望）を集約・分析し、商品・サービス
の開発に反映させています。

お身体の不自由なお客様や、お年を召したお客様にも安
心してご利用いただけるよう、行職員への教育や店舗の
整備、商品・サービスの改定などユニバーサルマナー対
応の取り組みを推進しています。

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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尚風館

青少年の育成活動

地域貢献活動
～豊かな地域社会の実現に貢献しています

地域の未来を担う子どもたちを育む活動に取り組んでいます。

ディスカッションなどを通じ、様々な物
事に対し、周囲に流されることなく自ら
考え、きちんと表現する力を養う

宿泊研修や課題レポート、財団の一部
補助による海外留学などを通じて見聞
を広めるとともに、自ら物事を創造す
る力を養う

礼儀正しく、志の高い人
思考力や洞察力に優れ、創造性に富んだ人
大局に立って決断し、行動できる人

目指す人物像

高等課程　1期生9名
【高校生から社会人になるまで】

中等課程　2期生10名
【中学生から高校生】

初等課程　3期生14名
【小学生から中学生】

礼儀作法をはじめ、中国・日本の古典
や郷土の偉人たちの功績、自然の大切
さなどを、五感を通して学び、人間力
を身につける

ごうぎん島根文化振興財団は、社会貢献活動の一環として、青少年を
対象とした教育活動を実施する私塾「尚風館」を運営しています。
高い志を持ち将来的に社会の中で活躍できる人材の育成を目指し、小
学生から社会人になるまで成長に応じた一貫教育を行っています。

金融経済教育
金融経済教育の一環として、職場体験の受け入れや出張
講座などに取り組んでいます。銀行の役割や仕組み、将
来のためのマネープランなどについて学んでいただいて
います。

全国高校生金融経済クイズ選手権
「エコノミクス甲子園」
高校生に金融知力を幅広く普及させる一環として全国で
実施されているもので、地域の高校生がクイズを通して
楽しみながら金融経済について学び、今後社会人として
必要な金融経済知識を習得し、自分のライフデザインや
お金との関わり方について考えてもらうきっかけになると
考えています。

ごうぎん島根文化振興財団
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地域社会に対する感謝のかたちとして地域・社会活動に積極的に参画し、地域社会の発展・向上、青少年の豊かな心と体を
育む明るい社会づくりに貢献しています。

ごうぎん一粒の麦の会
1981年に当行の創立40周年記念事業として発足。ごう
ぎんグループの役職員により継続的な募金・寄贈活動を
行っています。
2020年3月末までに、地域の福祉施設など、延べ1,185
先に対して総額1億2,170万円相当の車椅子やテレビな
どを贈呈しています。

2020年5月には、新型コロナウイルス感染症の流行を受
け、山陰両県の医療従事者の方々へ、鳥取大学発のベン
チャー企業（P33参照）が開発した紙製フェイスシールド
各7,000枚を贈呈しました。

地域貢献活動
～豊かな地域社会の実現に貢献しています

社会・文化貢献活動

山陰両県への贈呈式の模様

「小さな親切」運動
1997年に当行が事務局となり、「小さな親切」運動山陰
本部が設立されました。当行の役職員をはじめ、山陰両県
の企業、公共団体、学校から個人まで、多くの会員の皆様
にご協力いただき、“できる親切はみんなでしよう　それ
が社会の習慣となるように”をスローガンに、「あいさつ運
動」や「日本列島クリーン大作戦」など、様々な活動を展開
しています。

日本列島クリーン大作戦（国府海水浴場）

ごうぎん文化振興財団
1992年に当行の創立50周年記念事業として、「ごうぎ
ん島根文化振興財団」「ごうぎん鳥取文化振興財団」を設
立。島根県・鳥取県で実施される教育・芸術文化・スポー
ツ活動に対して支援・協賛を行っています。
2020年3月末までに、島根1,287件、鳥取1,201件の事
業に対して、総額3億1,228万円の助成を行っています。

サウンドライブしまね
アマチュアミュージックフェスティバル

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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スポーツ振興による地域の活性化に取り組んでいます。

ごうぎん女子バドミントン部
1993年に島根県内のスポーツ振興のため創部。地域のバ
ドミントンのレベルアップに向け、週3日のペースで小・中
学生を対象に技術指導を行ったり、地域のスポーツイベン
トに参加するなど、積極的に地域と交流を行っています。
また、日本のトップリーグであるS/Jリーグに参戦しており、
山陰でのホームゲームでは一流のプレーを間近でご覧い
ただけます。これからもバドミントンに興味を持つ子ども
たちが増え、地域が盛り上がるよう活動していきます。

ガイナーレ鳥取・島根スサノオマジック
地元プロスポーツチームである、サッカーＪ３のガイナーレ鳥取とバスケットボールＢ１リーグの島根スサノオマジックをスポ
ンサーとしてバックアップしています。

スポーツ振興

ガイナーレ鳥取 島根スサノオマジック

（左）漆﨑真子、日本代表選手（ナショナルチー
ム）B代表として 「ドバイインターナショナル
チャレンジ2019」に出場、シングルス優勝。

（右）横山恵里香・矢﨑月子ペア、「オーストリ
アオープン2020」ダブルス優勝。

S/J リーグ松江大会（2019年12月15日、松江市総合体育館）
たくさんの方々に会場に足を運んで大声援を送っていただき、
応援席とチームベンチが一体となりました。

国際大会でも活躍しています。
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環境保全活動
～地域やお取引先とともに地域環境や自然を守り育む活動に取り組んでいます

省資源・省エネルギー・リサイクル活動の推進により、事業活動における環境負荷の低減に努めています。

省エネ意識の向上
省エネ節電対策等を要請することにより、行内の省エネ
に対する意識を高めています。

省エネ・環境配慮型製品の導入
省エネ型エアコン、LED照明、太陽光発電システム、電気
自動車などの省エネ・環境配慮型製品を導入しています。

ペーパーレス化･リサイクル
行内文書の電子化やコピー・印刷の削減等によりペー
パーレス化を進めています。また、廃棄文書のトイレット
ペーパーへのリサイクル、ゴミの固形燃料原料へのリサ
イクル等を実施しています。

山陰合同銀行グループは、社会の健全な発展なくして存続できないこと、持続可能な社会の存続が基盤であることを自覚
し、社会と共に歩む良き市民として、自然豊かな環境を次世代へ引き継ぐため、積極的かつ継続的に環境保全活動に取り
組みます。

省資源・省エネルギー・リサイクル活動

2016年度
■ エネルギー使用量（原油換算：キロリットル）　■ CO2排出量（トン）

2017年度 2018年度 2019年度

4,085 4,004 3,588 3,491

10,903 10,572
9,239

8,444

■ エネルギー使用量・CO2排出量の推移

※経済産業省報告ベース

環境方針

1.	環境関連諸法規の遵守
	 環境関連法令および協定等を遵守します。

2.	金融商品・サービスを通じた環境保全活動の推進
	 環境保全に寄与する金融商品・サービスの提供により環境保全に貢献します。

3.	省資源・省エネルギー・リサイクル活動の推進
	 省資源・省エネルギー・リサイクル活動の推進により、事業活動における環境負荷の低減に努めます。

4.	地域社会と連携した環境保全活動の推進
	 地域社会と連携し、積極的に環境保全活動に取り組みます。

5.	環境教育・啓蒙活動の実施
	 本指針を全役職員に周知･徹底し、一人ひとりが自主的、積極的に環境保全活動に取り組みます。

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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森林保全活動

日本の森を守る地方銀行有志の会
森林・環境保全活動の輪を全国に広げるため、全国
の地方銀行64行が加盟し、各行が取り組んでいる活
動のノウハウや情報を共有しています。当行は2008
年の発足以来事務局を務めており、取り組むテーマ
もSDGsやESGといった社会的要請が高まっている
ものに進化しています。

森林を守ろう！ 山陰ネットワーク会議
山陰両県内で活動するボランティア団体やNPO法人
等、52団体（2020年3月末現在）を会員とするネット
ワーク組織。当行が事務局を担い、情報交換や実践
活動等の交流を通じて、山陰両県内に活動の輪を広
げる取り組みを行っています。

「ふるさとの自然を守る」「１人ひとりが、できることをできる
範囲で継続する」という理念のもと、地域の皆様と一緒に、森
林を育み、次世代につなげていく活動を行っています。

ごうぎん希望の森
鳥取・島根両県の森づくり支援制度を活用し、両県内の6
カ所の森林で年2回実践的な保全活動を実施しています。
2006年の取組開始以降、延9,400人を超える役職員やそ
の家族が活動に参加し約17,000本の植樹を行っています。

地域社会と連携した環境保全活動

浜田市

大田市
島根県

鳥取県
松江市

米子市 鳥取市

旭

石見銀山

千本ダムの里

大山 三朝

智頭

倉吉市倉吉市

ごうぎん希望の森 分布MAP
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J-クレジットの活用支援
ＳＤＧｓの目標達成にも寄与するＪ-クレジットを活用したカーボン・オフセットの支援に長年取り組んでいます。温室効果ガス
の排出削減量や森林資源等によって増加した温室効果ガスの吸収量に環境価値を持たせたJ-クレジットを活用し、地域の
環境保全に対する理解促進と、Ｊ-クレジットの販売収入を活用した森林整備や温室効果ガス削減の取り組みを地方公共団
体等とともに推進しています。積極的なＪ-クレジットの販売支援、売買契約仲介により、「気候変動対策」や「豊かな森の保
全」だけでなく、お取引先の環境活動の支援・企業価値向上を通じた持続可能な事業への支援を目指しています。

Ｊ-クレジットの普及・仲介への支援

Ｊ-クレジット制度の普及とカーボン・オフセットの推進の
ため、鳥取県独自の「Ｊ-クレジット地域コーディネーター
制度」創設を支援しました。兵庫県養父市でも同制度を導
入いただき、当行の広域店舗ネットワークを活用した販売
支援を行っています。
また、鳥取県日南町とも同様の制度に基づく「Ｊ-クレジッ
ト地域コーディネーター」として活動しており、2020年6
月には当行の販売支援に対して感謝状を受贈しました。
さらに、Ｊ-クレジットの創出に向けた協議を行っている地
方公共団体もあり、Ｊ-クレジットの川上から川下まで一貫
してサポートしています。

島根県出雲市のＪ-クレジット販売仲介を開始

当行は、出雲市が取り組んでいる「神話の國出雲さんさん
倶楽部クレジット」※の販売仲介を2020年2月より開始し、
3月には537ｔ-CO2の大口売買契約を仲介しました。
※�出雲市民が住宅用太陽光発電システムを設置したことによるCO2排出

削減量を「環境価値」として市に寄付し、市は「環境価値」を取り纏めてＪ-
クレジット化し、企業等に販売する取り組み

Ｊ-クレジットを活用したＳＤＧｓ実現への取り組みが
地方創生の「特徴的な取組事例」として
内閣府より表彰されました！！
全国の金融機関の地方創生に資する取り組みの中から、
地域のステークホルダーと有機的に連携している事例や
先駆的な事例を選定・表彰しているもので、2015年度か
ら毎年実施されています。当行の表彰は、今回で3事例目
となります。

金融商品・サービスを通じた環境保全活動

取組
事例

販売記念セレモニーの模様（提供：出雲市）

環境保全活動
～地域やお取引先とともに地域環境や自然を守り育む活動に取り組んでいます

■ Ｊ-クレジット販売支援実績（累計）

1,700 1,791
1,991

90

70

50

30

10

2,901

3,840

915

18

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度2014年度

79

数量（t-CO2） 件数（件）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

外部から評価いただきました

持続可能な地域社会の実現 価値創造を支える力ビジョンと戦略
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地域のクリーンエネルギー供給をファイナンスで応援します

2020年3月、㈱SUMIDA（広島県北広島町）の開発する
太陽光発電所50カ所に、総額10億円のシンジケートロー
ンを組成しました。
同社は長年の建築土木工事業で培った技術力を活かし、
多数の太陽光発電所を自社開発し、地域におけるクリー
ンエネルギー供給に貢献しています。
太陽光発電事業へのファイナンスは通常、ひとつのプロ
ジェクトごとに検討を重ねますが、同社の保有するＦＩＴ

（固定価格買取制度）の権利50カ所分を一括して対応し
たことにより、資金調達にかかる利便性が飛躍的に向上し
ました。
このように、既成概念にとらわれず、お取引先のビジネス
モデルに着目したご提案を通じて、再生可能エネルギー
による低炭素社会の実現に取り組んでいきます。

再生可能エネルギー分野での取り組み
環境への負担が少なく、枯渇の心配がない自然の力から創る再生可能エネルギー事業参入をサポートしています。

大規模な再生可能エネルギー案件への対応

大規模な再生可能エネルギー案件に対して、プロジェクトファイナンス形式でのシンジケートローンの組成を行っています
（太陽光発電、風力発電、木質バイオマス発電において実績あり）。

環境配慮型商品の提供と金利優遇の実施
環境配慮型商品の提供等を通じ、お客様の環境に配慮した取り組みを支援しています。

エコ型銀行保証付私募債

環境に配慮した取り組み（ＩＳＯ14000取得等）を行ってい
る企業を対象とし、私募債の発行による資金調達に加え、
企業イメージの向上を支援しています。

取組
事例

住宅ローン金利優遇

省エネ住宅や環境に配慮した住宅、島根・鳥取県産木材
を利用した住宅の購入および新築の場合に金利優遇を
行っています。

リフォームローン

太陽光発電・ソーラーシステム・蓄電池購入費用、および
設置工事等に伴う費用に利用でき、金利優遇を行ってい
ます。
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金融サービスの質向上
お客様の満足度向上

仕事に対する誇り
従業員の満足度向上

従業員の成長
当行の総合力アップ

組織
活性化の
実現

従業員一人ひとりの能力発揮を促進

キャリア形成
支援

自らキャリアを中長期的にデザインし、仕事への取組意識を向上させるよう、キャリアビジョンの形
成・実現をサポート

多様な
キャリアパス
の整備

エリア職（勤務エリアを限定した職種）のキャリアマップ
窓口サービス 　 個人営業 　 融資・外為 　 法人営業

融資の基礎知識習得・法人営業のやりがいなどモチベーション向上を目的とした研修の実施や実践
研修の充実などエリア職の成長を積極的に支援
エリア職の法人営業への配置転換
2020年3月期実績 46名 　 　2021年3月期計画 100名程度

高度金融を担う本部専門人材の育成
外部への研修派遣、外部連携先からのノウハウ吸収など、高度金融を担う本部専門人材を育成

準職員・パートタイマーの積極的な行員登用
準職員・パートタイマーで、行員となることを希望する人を積極的に行員に登用

OJTや研修など人材育成体制を充実させるとともに、キャリア形成支援とキャリアパスの多様化により、従業員一人ひとり
の強みを活かし、能力を引き出す成長機会の整備に努めています。

能力を引き出すための人材育成体制

質の高い金融サービスをご提供できる専門人材を育成し、お客様のお役に立つことで、
従業員の仕事に対する誇りと満足度の向上を図ります。

組織の活性化
　～地域・お客様の課題解決にチャレンジングに行動する人材育成に取り組んでいます

人材育成の強化

OJT体制の整備
● �本部専門人材との協働・OJTによる 

営業店行員の知識・スキル・実践力の向上
● �人事異動サイクル長期化による 

深度ある経験値の向上

階層別体系
（人間力育成体系）

役割別体系
（仕事力育成体系）

当行の経営理念を
具体化できる人材を育成

● �新入行員、中堅行員、管理職
など階層に応じた研修

● �補佐職以上向け研修ではOJT
強化のための人材育成を重視

● �女性管理職・シニア層を対象と
した研修 

● �お取引先の付加価値向上支援やコン
サルティング能力強化のための研修

● �業務別、レベル別に細分化した研修
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店舗運営体制の見直しや業務の効率化により、戦略的な分野に人員を重点的に再配置することで、高度なご要望にお応え
し、お客様の付加価値を向上できる体制を整備しています。適材適所の人員配置により、個々人の強みを活かしたより高度
なサービス提供と組織力強化を図ります。

働き甲斐と誇りを実感できる組織とすることで、地域・お客様のために行動する意欲を高めます。

経営層と従業員の一体感の醸成
役員が「経営ビジョン」「想い」を直接従業員に伝えるとと
もに、従業員が「意見」「考え」を直接役員に伝える機会を
設け、双方向のコミュニケーションを強化し、相互の理解
を深めることで組織の一体感を高めます。

人事考課・業績評価の見直し
短期的な成果だけではなく、すぐに成果とはならなくて
も、長い目で見て、お客様の付加価値向上につながる活
動が評価されるよう、活動のプロセスや定性面からの評
価を取り入れています。

モチベーションの向上

戦略的な人員の再配置

コミュニケーションの活性化
キャリア形成支援を通じ、組織内のコミュニケーションと
信頼関係の強化を図ります。

コミュニケーションサポート制度
「職場内での関わり」「家族・地域を含めた関わり」強化が
図れるようコミュニケーションサポート制度を制定して
います。2020年度は新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、行職員や地域の方々が一堂に会してイベント
を行うことが難しく、各職場で創意工夫を凝らして「地域
の飲食店テイクアウト商品を利用した昼食会」などを実
施し、職場内・地域の方々とのコミュニケーション強化を
図っています。

戦略分野での
お客様との接点強化

戦略的分野 2018年度〜2019年度
増員実績

法人営業・事業支援 77名

個人向けコンサルティング 14名

デジタル推進 10名

有価証券運用・システム移行 10名

2020年度
店舗ネットワークの再編等により、100名程度の再配
置要員を捻出

2020年度以降
デジタル化による業務効率化や預り資産業務の体制
刷新等により、さらに効率的な経営を目指す

お客様の
付加価値向上
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障がいのある方々を積極的に雇用し、それぞれの能力に合った活躍の場を設けることで、誰もが輝く活力ある組織とするこ
とを目指します。

知的障がいのある方が専門的に就労し、絵画の制作や絵画を使用し
たノベルティの製作、パンフレット封入やゴム印押しなどの事務業務
を行っています。

ゆめいくワークサポート事業
知的障がい者の方々が持つ芸術的能力によって、経済的価値を生み
出す仕組みを島根県・島根県社会福祉協議会とともにつくり、地域
で障がい者の自立を支援する取り組みを行っています。

精神障がいや発達障がいのある方が主に就労し、データ入力や書類
整備など幅広い銀行業務を担っています。

「インターンシップ」「研修プログラム」の提供
鳥取県および鳥取県教育委員会と「障がい者の社会参画支援」に関
して包括連携協定を結び、他の事業所の障がい者職員や特別支援
学校の生徒等を対象としたインターンシップの受け入れや研修プロ
グラムを提供し、地元企業での就職につながるよう支援しています。

ごうぎんチャレンジドまつえ

ごうぎんチャレンジドとっとり

　障がいのある職員数：18名 （2020年4月1日現在、開設当初：6名）

　障がいのある職員数：10名 （2020年4月1日現在、開設当初：5名）

ダイバーシティ／ワーク・ライフ・バランス
～個性・ライフスタイルに合わせ、能力が発揮できる組織づくりを目指しています

障がい者雇用

チャレンジドまつえの職員が描いた絵をプリントした
ノベルティをお客様にお配りしています。

女性・シニア層の活躍の場を拡大することにより、従業員
が意欲を高め、能力を十分に発揮し、働き甲斐のある職
場環境の整備に努めています。

女性従業員の管理職への積極的な登用
女性の活躍の場の多様化や研修プログラムの充実など
環境を整備し、女性従業員の管理職への積極的な登用を
行っています。

シニア人材の活躍の場の拡大
高い意欲と能力のあるシニア人材を、支店長・出張所長
等の役職に積極的に登用していきます。

女性・シニア層の活躍推進
■ 女性管理職比率

2016/4 2017/4

17.7

2018/4

19.6

2019/4 2020/4

21.3 22.1 22.2

（%）

10

15

20

25

30 2021年3月末目標 ： 25％以上

障がい者雇用事業所「ごうぎんチャレンジド」

各種フォーマット作成

2007年9月開設

2017年9月開設
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仕事と家庭生活の両立支援
3歳まで取得可能な育児休業のほか、復職
後も短時間勤務・時間外労働の免除および
制限を子どもが小学校3年生修了まで利用
できるなど、両立支援を積極的に行っていま
す。また、男性従業員の育児休業取得促進
に向け、ロールモデルを積極的に紹介する
など、意識の醸成を図っています。
家族などの介護が必要となった場合は、介
護休業を対象家族1人につき通算365日の
範囲内で、3回まで分割して利用できます。

働き方改革
仕事と家庭生活の両立や従業員の健康管理
の観点から、銀行全体で時間外労働抑制に
取り組んでいます。従業員一人ひとりが時
間管理を意識し、銀行全体で効率的かつメリ
ハリをつけた業務運営を促進しています。ま
た、有給休暇の取得促進にも取り組んでい
ます。

従業員が働きやすさを感じながら、当行で長く活躍することで、会社への貢献意欲や仕事のモチベーションを高めていく職
場づくりに取り組んでいます。

ワーク・ライフ・バランスの取り組み

「健康経営」への取り組み
2018年9月、「健康経営宣言」を策定し、頭取を健康づく
りの責任者として山陰合同銀行グループが一体となって
行職員一人ひとりの心と身体の健康の保持・増進を図る
ための取り組みを行っています。
2020年3月には、経済産業省およ
び日本健康会議から「健康経営優
良法人2020（大規模法人部門）ホ
ワイト500」に認定されています。

プラチナくるみん認定・
プレミアムこっころカンパニー殿堂入り
2018年12月、次世代育成支援対策推進法に基づく「プラチナ
くるみん認定」を取得しました。
また、島根県より「平成30年度プレミアム
こっころカンパニー」として認定され、認定
が通算3回目となったことから「殿堂入り」と
して知事表彰されました。

ビジネスカジュアル導入
働き方や職場イメージの変化を促し、柔軟な発想による
創造的な企画が生まれやすい職場環境となるよう、本部
勤務者を対象に「ビジネスカジュアル」を導入しています。
快適な職場環境づくりに加え、服装を楽しむことでモチ
ベーションを上げ、仕事のパフォーマンス向上も期待でき
ます。営業店では、ネクタイの着用を通年任意化、「クー
ルビズ」「ウォームビズ」の実施により、今まで以上に省エ
ネルギー対策にも取り組んでいきます。

山陰合同銀行にとって、行職員のみなさん一人ひとりが
かけがえのない財産です。
みなさんの心身の健康の保持・増進に向け、まっすぐに
力強く取り組んでいきます。時間外労働の抑制や有給休
暇取得の促進等、みなさんが山陰合同銀行で活き活きと
やりがいを持って働ける職場環境の整備を図ります。

健康経営宣言

スマイル・ママミーティング（職場復帰サポート）
育児休業者を対象に懇談会や職場復帰直前ミーティングを開
催しています。休業者同士や、復職経験者と意見交換すること
で、充実した育児休業を過ごすとともに、復職後も相談しあえ
る仲間づくりを行っています。
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ガバナンス
ガバナンス改革の取り組み

コーポレートガバナンス体制の強化

当行は、機関設計や取締役会の構成変更、役員報酬制度の整備など、ガバナンス改革を進めています。

取締役会の構成
議論の充実

・�監査・監督機能の強化、意思決定の迅速化、経営の透明性の向上
を目的に、監査等委員会設置会社へ移行

・�取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監督側４名と執行側
４名の人数が拮抗する構成

・�監査等委員である取締役は社内2名、社外3名と社外が過半数を
占める

・社外取締役は積極的に発言し、議案の決定プロセスに深く関与

2011年
体制変更
　総数 17名→8名
　社外取締役増員

2019年
監査等委員会設置会社
へ移行
社外取締役比率46.1％

透明性・客観性の高い
役員選任プロセスと
役員報酬制度

・社外取締役を委員長とした任意の指名・報酬委員会を設置
・�企業価値向上のインセンティブとして業績連動報酬、自社株報酬

を導入
・役員報酬に占めるインセンティブ報酬の割合が高い報酬体系

2008年 ストックオプション導入

2016年 株式給付信託に変更

2018年 任意の指名・報酬委員会
設置

取締役会の
実効性評価

・アンケートにより取締役会の実効性を評価
・課題に対するアクションプランを作成し改善に取り組む
・評価結果はコーポレートガバナンス報告書で詳細に開示

2016年 取締役会の実効性
評価開始

ステークホルダーのご期待に応え、持続的な企業価値向上を実現するため、今後もコーポレートガバナンス体制の強化を
継続していきます。

※ガバナンスについては、資料編P16～18にも掲載しています

取締役会の目指す姿

リスクテイクの意思決定
への積極的な関与

企業価値向上の
インセンティブとなる報酬制度迅速な意思決定

取締役会の構成 活発な議論 意思決定プロセス 監督機能

経営の監督機能の強化 経営資源・資本の
適切な配分

透明性・客観性の高い
役員選任プロセス

指名・報酬委員会の機能発揮 リスクテイクに関する議論の充実

ガバナンス強化に向けた重点項目

現状の評価＝ 取締役会の実効性は十分に確保

透明性・客観性向上 攻めのガバナンス
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新型コロナウイルス感染拡大がもたらす
社会構造の変化
2020年早々に世界中を襲った新型コロナウイルスは、経
済活動に大きな衝撃を与えるとともに社会生活の様式に
も少なからぬ影響を及ぼしています。山陰地方も例外で
はありません。感染症が引き起こした景気後退は、通常の
経済循環と違って先行き不透明感が強く、回復にもより
長い時間が掛かることも考えられます。
人口減少という構造的な問題に囲まれて低成長を余儀な
くされてきた山陰地方にとって、新型コロナウイルスは、
確かに新たな難題を突き付けています。ただし、よく言わ
れるように、危機は好機を生む土壌にもなります。現代に
おいて成功したと評価される企業のなかにも、危機の時
代に生まれたものが少なくありません。価値観の変化が
要求される時代は、ビジネスにとっての揺

よう
籃
らん

期でもあるの
です。
ここ数年、実は山陰地方のように大都市からやや地理的
な距離のある地域経済にとって、少しずつ順風が吹き続
けていることにお気付きの方も多いでしょう。それは「社
会のデジタル化」という旋風です。情報技術の急発展は、
これまで山陰地方が抱えていた「都市圏との距離感」とい
う構造問題を解消しつつあります。ネット社会には、空間
を消滅させる力があるのです。
そして新型コロナウイルス感染拡大は、テレワーク、
キャッシュレス、ロボット化といった「ニュー・テクノロジー」
を通じて、インターネットに限定されない、革新的な社会
のデジタル化を加速しようとしています。これらは、地域
社会の持続可能性を再考するための、貴重な手掛かりを
与えてくれているようにも思われます。

地域社会が持続的に成長していくための
山陰合同銀行の役割
こうした社会の激変が予想されるなかで、銀行の役割も

倉都　康行（くらつ　やすゆき）
鳥取県倉吉市出身。東京銀行（現三菱UFJ銀行）、外資系金融機関等
を経て、2018年6月より当行社外取締役に就任。国際金融分野にお
ける専門的な知見と国内外での金融業務における豊富な経験を有
し、地元出身者として地域の実情にも精通する。

取締役　倉都　康行

持続可能な地域社会の
実現に向けた
山陰合同銀行の
取り組みについて

新しい時代に即したものにならねばなりません。消費需要
の質の変化に対応する企業への支援、事業承継に対する
適切なアドバイス、企業・事業などの買収検討・計画への
協力、そして域外経済との橋渡しのアレンジなど、様々な
面で信頼されるコンサルティング機能を銀行が装備する
ことは、いまや不可欠となっています。
山陰地方のリーディング・バンクとして地域社会を支え続
けてきた山陰合同銀行は、お取引先のニーズに応えるべ
く、比較的早い時期からこうした取り組みにも着手し、成
果を挙げてきました。この実績や経験は当行の大きな武
器になりつつあります。
また金融商品の仲介業務においても、野村證券㈱との業
務提携を通じて証券ビジネスのコンサルティング機能を
拡充する体制を整えました。同社との提携は、いずれ法人
関連ビジネスへと拡大する展望も拓けることでしょう。
本年6月、当行では山崎新頭取の下で新たな経営体制が
スタートしました。厳しい環境での船出ではありますが、
それは同時に、持続可能な地域社会を作り上げるために、
到来しつつある新しい社会に即した経済モデルを、「ポス
ト・コロナ」に向き合いながら地域一体となって共同で考
えていく、という挑戦でもあります。
当行には、豊富な人材と蓄積された経験、新境地を開く
慧
けい

眼
がん

という貴重な資産があります。これまで培ってきたリ
レーションシップバンキングを一段と強化するために、新
たな力強いリーダーシップの下で、今その強みを十二分
に発揮しうる機会が到来した、と言えるのではないでしょ
うか。

社外取締役メッセージ
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取 締 役（ 監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 を 除く）

（2020年6月25日現在）

役員

取締役会長（代表取締役）
石丸　文男

1977年	 4月	 当行入行
1998年	 7月	 桜谷支店長
2001年	 6月	 総合企画部ALM室長
2003年	 6月	 広島支店長
2006年	 4月	 鳥取営業部長
2007年	 6月	 取締役鳥取営業部長
2008年	 4月	 取締役経営企画部長
2009年	 6月	 常務取締役経営企画部長
2010年	 6月	 常務取締役
2011年	 6月	 取締役専務執行役員鳥取営業本部長
2013年	 6月	 取締役専務執行役員
2015年	 6月	 取締役頭取
2020年	 6月	 取締役会長（現職）

取締役頭取（代表取締役）
山崎　徹

1982年	 4月	 当行入行
2006年	 6月	 米子西支店長
2009年	 6月	 営業企画部長
2012年	 6月	 執行役員経営企画部長
2014年	 6月	 常務執行役員
2015年	 6月	 取締役専務執行役員
2018年	 6月	 取締役副頭取執行役員
2020年	 6月	 取締役頭取（現職）

取締役（代表取締役）
杉原　伸治

1983年	 4月	 当行入行
2008年	 7月	 大阪支店長
2010年	 6月	 人事部長
2013年	 6月	 執行役員CR統括部長
2014年	 6月	 執行役員経営企画部長
2015年	 6月	 常務執行役員
2016年	 6月	 常務執行役員兵庫・大阪営業本部長
2017年	 6月	� 取締役専務執行役員鳥取営業本部長

（現職）

1

2

3

取締役（代表取締役）
清田　睦人　

1985年	 4月	 当行入行
2005年	 7月	 経営企画部グループ長
2011年	 7月	 東京支店長　
2013年	 6月	 人事部長
2015年	 6月	 執行役員鳥取営業部長
2017年	 6月	 常務執行役員兵庫・大阪営業本部長
2019年	 6月	 常務執行役員
2020年	 6月	 取締役専務執行役員（現職）

取締役
井田　修一

1988年	 4月	 当行入行
2007年	 4月	 審査部審査役
2008年	 7月	 人事部調査役　
2010年	 7月	 人事部グループ長
2011年	 7月	 米子東支店長
2014年	 7月	 広島支店長
2016年	 6月	 総合事務部長
2018年	 6月	 執行役員経営企画部長
2020年	 6月	� 取締役常務執行役員経営企画部長

（現職）

取締役（社外・独立）
多胡　秀人

1974年	 4月	 ㈱東京銀行（現㈱三菱UFJ銀行）入行
1988年	 8月	� フランス・インドスエズ銀行 

東京支店資本市場部長
1992年	 1月	� ナショナル・ウェストミンスター銀行

東京支店業務推進部長
1997年	 4月	 ㈲多胡事務所代表取締役（現職）
1999年	 4月	� デロイト・トーマツ・ 

コンサルティング㈱
		�  （現アビームコンサルティング㈱） 

パートナー（執行役員）
2003年	 6月	 アビームコンサルティング㈱顧問
2004年	 6月	 ㈱鹿児島銀行監査役
2007年	 6月	 ㈱鹿児島銀行取締役
2007年	 6月	 当行取締役（現職）
2018年	 6月	 ㈱商工組合中央金庫取締役（現職）
2020年	 6月	 ㈱東和銀行取締役(現職)

4

5

6

取締役（社外）
田部　長右衛門

2010年	 4月	 ㈱田部代表取締役社長（現職）
2010年	 4月	 ㈲松陽印刷所代表取締役社長（現職）
2011年	 4月	� 公益財団法人田部美術館代表理事

（現職）
2011年	 6月	 ㈱JUTOKU代表取締役社長（現職）
2011年	 6月	 当行取締役（現職）
2012年	 6月	� 合同会社グリーンパワーうんなん 

代表社員（現職）
2016年	 6月	� 山陰中央テレビジョン放送㈱ 

代表取締役社長（現職）
2019年	10月	� ㈱たなべの杜代表取締役会長（現職）
2019年	11月	 松江商工会議所会頭（現職）
2019年	11月	 島根県商工会議所連合会会頭（現職）

取締役（社外・独立）
倉都　康行

1979年	 4月	 ㈱東京銀行（現㈱三菱UFJ銀行）入行
1996年	 4月	� バンカース・トラスト　 

マネージング・ディレクター
1997年	 6月	� チェース・マンハッタン・バンク　 

マネージング・ディレクター
1998年	 6月	 チェース証券会社東京代表兼務
2001年	 4月	� リサーチアンドプライシングテクノ

ロジー㈱代表取締役（現職）
2007年	 2月	 産業ファンド投資法人執行役員（現職）
2007年	 3月	 セントラル短資FX㈱監査役（現職）
2015年	 4月	� ㈱国際経済研究所シニア・フェロー

（現職）
2018年	 6月	 当行取締役（現職）

7

8

6

12

4

10 8

2
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頭取執行役員
山崎　徹

常勤監査等委員
吉田　孝

1987年	 4月	 当行入行
2006年	 4月	 加古川支店次長
2008年	 2月	 CR統括部調査役
2010年	 7月	 CR統括部グループ長
2012年	 4月	 システム部副部長
2014年	 6月	 システム部長
2017年	 6月	 常勤監査役
2019年	 6月	 常勤監査等委員（現職）

常勤監査等委員
宮内　浩二

1988年	 4月	 当行入行
2007年	 7月	 経営企画部グループ長
2010年	 7月	 松江駅前支店長
2013年	 6月	 東京支店長
2015年	 7月	 浜田支店長
2017年	 6月	 人事部長
2018年	 6月	 執行役員人事部長
2019年	 6月	 常勤監査等委員（現職）

9

�

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役

執 行 役 員

監査等委員（社外・独立）
河本　充弘

1983年	 4月	 検事任官
1991年	 4月	 弁護士登録（京都弁護士会入会）
1993年	 4月	 鳥取県弁護士会入会（登録換）
		  弁護士法人河本・森法律事務所
		  代表（現職）
2005年	 6月	 当行監査役
2019年	 6月	 当行監査等委員（現職）

監査等委員（社外・独立）
今岡　正一

1987年	10月	� サンワ・等松青木監査法人 
（現　有限責任監査法人トーマツ）入所

1991年	 4月	 公認会計士登録
1999年	12月	 今岡公認会計士事務所所長（現職）
2004年	 9月	 税理士登録
		  今岡正一税理士事務所所長（現職）
2007年	 8月	 大黒天物産㈱監査役（現職）
2007年	10月	 ACアーネスト監査法人社員（現職）
2015年	 6月	 当行監査役
2019年	 6月	 当行監査等委員（現職）

�

�

監査等委員（社外・独立）
足立　珠希

2001年	10月	 弁護士登録（鳥取県弁護士会入会）
2011年	 1月	 足立珠希法律事務所代表（現職）
2016年	 4月	 国立大学法人鳥取大学監事（現職）
2016年	 5月	 ㈱ケー・オウ・エイ監査役(現職)
2016年	 6月	 当行監査役
2019年	 6月	 当行監査等委員（現職）

�

専務執行役員（鳥取営業本部長）
杉原　伸治

専務執行役員
清田　睦人

常務執行役員（兵庫・大阪営業本部長）
古山　英明

常務執行役員（米子営業本部長）
安喰　哲哉

常務執行役員
布野　裕二

常務執行役員（経営企画部長）
井田　修一

常務執行役員
秋下　宗一

執行役員（法人営業部長）
赤木　利光

執行役員（リスク統括部長）
生田　博久

執行役員（山陽営業本部長）
吉川　浩

執行役員（本店営業部長）
金谷　智文

執行役員（石見営業本部長）
伊藤　信二

執行役員（神戸支店長）
吉川　栄司

執行役員（ＩＴ統括部長）
安田　譲

執行役員（Ｎアライアンス戦略本部長）
景山　英俊

（注）1. �取締役 多胡秀人、取締役 田部長右衛門、取締役 倉都康行は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。 
なお、多胡秀人、倉都康行は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として同取引所に届け出ております。

2. �監査等委員である取締役 河本充弘、監査等委員である取締役 今岡正一、監査等委員である取締役 足立珠希は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。 
なお、河本充弘、今岡正一、足立珠希は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として同取引所に届け出ております。
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ホームページ
統合報告書 ミニディスクロージャー誌

Integrated Report 2020
山陰合同銀行 統合報告書 2020
（ディスクロージャー誌 本編）

ステークホルダーとの対話
～適切な情報開示とコミュニケーション機会により、経営の透明性を高めています
ステークホルダーとの関係性と提供する価値

積極的な情報開示
決算情報や当行の取り組みについて、統合報告書やディスクロージャー誌の発行、ホームページへの掲載など、積極的な
情報発信に努めています。

山陰合同
銀行

法人のお取引先
地域産業と
企業の成長

（P32～37）

地域
豊かで活力ある

地域社会
（P41～47）

株主・投資家
積極的かつ安定的な

利益還元

従業員
仕事に対する誇りと

満足度の向上
（P48～51）

個人のお客様
ゆとりある

利便性の高い生活
（P38～40）
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株主等との建設的な対話に関する基本方針
株主・投資家の皆様との建設的な対話を通じて、当行への理解を深めていただくため、「株主等との建設的な対話に関する
基本方針」を制定しています。
※全文は当行ホームページ（https://www.gogin.co.jp）に掲載しています。

定時株主総会の開催
毎年6月、定時株主総会を開催しています。

会社説明会の開催
会社説明会を定期的に開催し、決算内容、経営戦略や持続可能な
地域社会形成のための当行の取り組みなどをご説明しています。
● 機関投資家・アナリスト等向け会社説明会（東京で開催）
● 個人投資家向け会社説明会（山陰両県、山陽、兵庫で開催）
● 海外投資家訪問
● 地域のお取引先向け会社説明会（山陰両県、山陽、兵庫、大阪で開催）

地域・お客様の真のパートナーとなり、付加価値を向上することで、地域・お客様と
当行が共に成長できる持続可能な地域社会を実現する。そんな当行の目指す姿を
思いに込めています。

ホームページにもCMブランドサイトを設けています。
https://www.gogin.co.jp/goforwardtogether/

■ 配当金支払いの目安

親会社株主に帰属する
当期純利益（連結）

1株当たり
年間配当金 配当性向※

150億円超 30円 〜 31.3%
140億円超 150億円以下 28円

31.3%
～

27.8%

130億円超 140億円以下 26円
120億円超 130億円以下 24円
110億円超 120億円以下 22円
100億円超 110億円以下 20円
90億円超 100億円以下 18円
80億円超   90億円以下 16円

 80億円以下 14円 27.4% 〜
※2020年3月31日時点の試算値

■ 業績推移(連結)� （億円）

経常収益 経常利益 当期
純利益※

1株当たり
当期純利益

2015年度 914 224 129 81.08円
2016年度 937 205 133 85.27円
2017年度 958 198 136 87.76円
2018年度 978 192 132 84.58円

2019年度 903 162 104 67.07円

※親会社株主に帰属する当期純利益

■ 期末　　■ 中間期■ 期末　　■ 中間期
30
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5
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（円）

2018 2019（年度）

19

7

26

13
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2015 2016 2017
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7
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10.5

15

4.5
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15

株主配当
当行は、地域金融機関としての役割と使命を遂行するた
め、内部留保の充実を図りつつ、株主の皆様への積極的
かつ安定的な利益還元を実施していくことを基本方針と
しております。なお、当行は「業績連動配当」を導入してお
り、1株当たり年間14円を安定配当とし、親会社株主に帰
属する当期純利益（連結）が80億円を超過する場合には、
業績に応じた配当を行います（右表参照）。全体としては、
親会社株主に帰属する当期純利益（連結）に対し、配当性
向30％を目安に利益還元を実施し、引き続き株主の皆様
を意識した経営を行ってまいります。

■ 株主配当の実績

企業CM 「共に歩める、真のパートナーへ。」 放送中
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リスク管理態勢、コンプライアンス・リスク管理態勢
～確固とした体制の構築を目指します

リスク管理態勢

※リスク管理については、資料編P25〜29にも掲載しています

リスク管理体制図（2020年7月1日現在）

リスク管理に関する基本的な考え方
当行では、リスク管理を経営の安定性・健全性を維持するための最重要課題として位置付け、取締役会を頂点とするリスク
管理態勢を構築しています。
具体的には、管理すべきリスクの種類を、信用リスク､市場リスク､流動性リスク､オペレーショナル・リスクに分類し、各管
理主管部署を定めています。

統合的リスク管理態勢
統合的リスク管理とは、当行が直面するリスクに関して、それぞれのリスクカテゴリー毎に評価したリスクを総体的に捉え、
それを経営体力（自己資本）と比較・対照することによって経営の健全性維持を図るリスク管理をいいます。当行では、半期
毎にあらかじめ自己資本の範囲内で各リスク部門に対するリスク資本（リスク許容額）を配賦し、各部門はその範囲の中で
積極的なリスクテイクを行う態勢をとっています。
当行は、経営の健全性を確保しつつ、収益性の向上および効率的な経営資源の活用を行っていくため、引き続き統合的リ
スク管理態勢の高度化に努めてまいります。

監査等委員会

監査部

信用リスク
管理委員会

（リスク統括部）

オペレーショナル・リスク
管理委員会

（リスク統括部）

本部・営業店・関連会社

取締役会 緊急対策本部
（本部長：頭取）

コンプライアンス
委員会

（リスク統括部）

ALM委員会
（リスク統括部）

信用
リスク

リスク統括部

法務
コンプライアンス
リスク

リスク統括部

市場
リスク

リスク統括部

流動性
リスク

市場金融部

事務
リスク

事務企画部

システム
リスク

IT統括部

イベント
リスク

経営企画部

人的
リスク

人事部

緊急事態

事務局
経営企画部

リスク統括部　統合的リスク管理

オペレーショナル・リスク 統括：リスク統括部

はリスクをVaR等の統一的尺度で計ることにより、各種リスクを統合して管理する態勢
は各主管部のリスク管理状況を報告するライン
は緊急事態発生時にトップダウンにより指示するライン

経営体力とリスクとの
バランスをコントロール

自己資本
（経営体力） リスク資本

（部門毎のリスク）許容額の合計

リスクの計量化
信用リスク
市場リスク

オペレーショナル・リスク

リスク量と自己資本を
比較・検証し、
適正な水準に

リスクをコントロール

部門毎に
リスク資本の

範囲内で
リスクテイク

自己資本の
範囲内で、
部門毎に

リスク資本を配賦

統合的
リスク管理の

考え方

リスク
資本配賦の

考え方
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コンプライアンス・リスク管理態勢
コンプライアンスに関する基本的な考え方
当行では、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置付け、行内のコンプライアンス風土の醸成に向けた態
勢強化に積極的に取り組んでいます。
コンプライアンス委員会では、コンプライアンスの状況やコンプライアンス・リスク管理体制の整備・運用について定期的
に検討し、施策の立案、問題点の改善を行い、検討事項を定期的に取締役会に付議・報告しています。

コンプライアンス経営強化のため内部通報制度の適切な運用
当行では、コンプライアンス経営の強化のため、法令違反その他のコンプライア
ンス上の問題について、従業員が直接相談・通報することで早期発見と是正を図
ることができるよう、社内および社外に内部通報窓口を設置しています。

※コンプライアンス・リスク管理については、資料編P20〜21にも掲載しています

※�通報者特定情報は、同意がない限り、取締役会・監査等委員や調査協力部署・被通報者等関係者には 
開示しません。

コンプライアンス体制図（2020年7月1日現在）

内部通報制度運用図（2020年7月1日現在）

リスク統括部
コンプライアンスリスク管理グループ

コンプライアンス委員会
コンプライアンス統括：事務局　リスク統括部コンプライアンスリスク管理グループ

内部監査

報告

取締役会

監督・監査

監査等委員である
取締役

取締役
（監査等委員である
取締役を除く）

監査等委員会

諮問・指示付議・報告

報告

法的支援
指導 報告・相談 報告・相談

指示・指導

報告・相談

指示・指導

本部各部
（コンプライアンス・オフィサー）

営業店
（コンプライアンス・オフィサー）

監査部

調査協力部署 通報管理者
（リスク統括部：コンプライアンスリスク管理グループ）

通報管理責任者
（リスク統括担当執行役員）

取締役会監査等委員

報告 指示

対応状況報告（定期的）受付、結果報告（都度）

調査
通報

連絡

通報進捗報告
フォローアップ

被通報者等関係者 通報者

（必要に応じて）
連携 社外

窓口

●�当行では、コンプライアンス
を確保・実践するため、リスク
ベース・アプローチの観点に
より、リスクに応じたコンプラ
イアンス・リスク管理を実施す
ることとしています。

●�実効的にコンプライアンス・リ
スク管理を行うため、リスク低
減措置の具体的な実践計画で
ある「コンプライアンス・プロ
グラム」を取締役会において
策定しています。

当行は、2019年8月16日付で、
地域金融機関としては初めて、
消費者庁所管の「内部通報制度
認証（自己適合宣言登録制度）」
の自己適合宣言登録事業者とし
て登録されました。
今後も、より一層、コンプライア
ンス経営の強化に向け、内部通
報制度の適切な運用によるコン
プライアンス違反等の早期発
見・是正に取り組んでいきます。

内部通報制度認証（自己適合宣言制度）
に基づくWCMSマーク
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西宮市

阪神北

上海駐在員事務所

津和野

六日市

日原（出）

五日市
福山

新見

倉敷

明石

北播磨

西宮
神戸西

尼崎

津山

豊岡

児島

岡山

姫路
加古川

神戸

園新道

西益田（出）

長浜（出）

都野津（出）

江津

大田

雲南

平田

矢上（出）

赤名（出）

江南（出）

大社 直江

浦郷

西郷

海士

荘原 宍道
玉造

頓原（出）

広瀬（出）

淀江（出）

東伯赤碕（出）
大栄（出）
北条（出）

鹿野（出） 桜谷（出）
郡家

河原（出）

智頭

若桜（出）

国府（出）

岩美

八東（出）

松崎

青谷（出）

浜村羽合

倉吉駅前（出）
三朝（出）日野橋

溝口（出）

江府（出）根雨

生山

境西（出）

名和

竹矢（出）
会見（出）

本庄（出）

八束（出）

川本

温泉津 粕淵

掛合 三成
横田（出）

岡見（出）

金城（出）

嘉久志（出）
浅利（出）

口羽（出）

島根県

広島県

岡山県

兵庫県

鳥取県

大阪府

タイ王国

中華人民共和国 大連駐在員事務所

海外拠点

東京都

大森（出）

八雲（出）

荒島（出）
岸本

西伯（出）

揖屋

大東
加茂（出）

佐田（出）

三隅

益田
おとよし（出）
益田東（出）

浜田
浜田東（出）

倉吉
倉吉市役所（出）
倉吉西（出）

出雲
出雲西
島根医大通
北神立（出）
大津（出）

境港
境東（出）

米子
米子東
米子西
皆生通（出）
米子中央（出）

鳥取営業部
鳥取県庁
鳥取西
鳥取駅南
城北（出）

本店営業部
松江駅前
津田
南（出）

北
県庁
島大前
くにびき（出）
法吉（出）
松江市役所（出）

福生（出）

高津（出）

津和野町

吉賀町

広島市 福山市
倉敷市

岡山市

新見市

津山市

豊岡市

姫路市

加古川市

神戸市

三木市

明石市

尼崎市

川西市

益田市

浜田市

江津市

大田市

出雲市

松江市 境港市

奥出雲町

西ノ島町

隠岐の島町

知夫村

海士町

邑南町

美郷町
飯南町

雲南市

安来市
南部町 伯耆町

日野町

日南町

江府町

大山町

倉吉市
鳥取市

岩美町

琴浦町

三朝町 八頭町

智頭町

若桜町

北栄町

湯梨浜町

米子市
日吉津村

川本町

大篠津（出）

大阪

東京

バンコク駐在員事務所

知井宮（出）
高松（出） 乃木（出）

古志原

安来
社日（出）

本庄（出）

内浜（出）

上後藤（出）
福原（出）

吉成（出）

湖山（出）
千代水

名和

大山（出）

上後藤（出）
福原（出）

広島
広島西

主要営業エリアである山陰地方では東西300キロに及ぶ広域なエリアで店舗・ATMネットワークを展開し、
良質な金融サービスの提供に努めています。また、山陽、兵庫・大阪でも店舗ネットワークを充実させています。

■ ごうぎんの広域店舗ネットワーク
（2020年7月1日現在）

海外駐在員事務所	   3ヵ所（大連、上海、バンコク）
※その他は「ごうぎん証券支店」と「ダイレクト支店」です。

本支店 出張所 合計
島根県 35 37 72
鳥取県 22 32 54
広島県 5 0 5
岡山県 5 0 5
兵庫県 10 0 10
大阪府 1 0 1
東京都 1 0 1
その他 2 0 2
総　計 81 69 150

ごうぎんの広域店舗ネットワーク
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西宮市

阪神北

上海駐在員事務所

津和野

六日市

日原（出）

五日市
福山

新見

倉敷

明石

北播磨

西宮
神戸西

尼崎

津山

豊岡

児島

岡山

姫路
加古川

神戸

園新道

西益田（出）

長浜（出）

都野津（出）

江津

大田

雲南

平田

矢上（出）

赤名（出）

江南（出）

大社 直江

浦郷

西郷

海士

荘原 宍道
玉造

頓原（出）

広瀬（出）

淀江（出）

東伯赤碕（出）
大栄（出）
北条（出）

鹿野（出） 桜谷（出）
郡家

河原（出）

智頭

若桜（出）

国府（出）

岩美

八東（出）

松崎

青谷（出）

浜村羽合

倉吉駅前（出）
三朝（出）日野橋

溝口（出）

江府（出）根雨

生山

境西（出）

名和

竹矢（出）
会見（出）

本庄（出）

八束（出）

川本

温泉津 粕淵

掛合 三成
横田（出）

岡見（出）

金城（出）

嘉久志（出）
浅利（出）

口羽（出）

島根県

広島県

岡山県

兵庫県

鳥取県

大阪府

タイ王国

中華人民共和国 大連駐在員事務所

海外拠点

東京都

大森（出）

八雲（出）

荒島（出）
岸本

西伯（出）

揖屋

大東
加茂（出）

佐田（出）

三隅

益田
おとよし（出）
益田東（出）

浜田
浜田東（出）

倉吉
倉吉市役所（出）
倉吉西（出）

出雲
出雲西
島根医大通
北神立（出）
大津（出）

境港
境東（出）

米子
米子東
米子西
皆生通（出）
米子中央（出）

鳥取営業部
鳥取県庁
鳥取西
鳥取駅南
城北（出）

本店営業部
松江駅前
津田
南（出）

北
県庁
島大前
くにびき（出）
法吉（出）
松江市役所（出）

福生（出）

高津（出）

津和野町

吉賀町

広島市 福山市
倉敷市

岡山市

新見市

津山市

豊岡市

姫路市

加古川市

神戸市

三木市

明石市

尼崎市

川西市

益田市

浜田市

江津市

大田市

出雲市

松江市 境港市

奥出雲町

西ノ島町

隠岐の島町

知夫村

海士町

邑南町

美郷町
飯南町

雲南市

安来市
南部町 伯耆町

日野町

日南町

江府町

大山町

倉吉市
鳥取市

岩美町

琴浦町

三朝町 八頭町

智頭町

若桜町

北栄町

湯梨浜町

米子市
日吉津村

川本町

大篠津（出）

大阪

東京

バンコク駐在員事務所

知井宮（出）
高松（出） 乃木（出）

古志原

安来
社日（出）

本庄（出）

内浜（出）

上後藤（出）
福原（出）

吉成（出）

湖山（出）
千代水

名和

大山（出）

上後藤（出）
福原（出）

広島
広島西

■ ATMの設置状況

■ コンビニATMの設置状況

合計 店内 店外
島根県 278 148 130
鳥取県 168 111 57
広島県 3 3 0
岡山県 5 5 0
兵庫県 2 2 0
総　計 456 269 187

コンビニATM 
設置店舗数 イーネット

全国 12,349
うち島根県 63
うち鳥取県 68

（2020年5月末現在）

（2020年5月末現在）
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